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はじめに

本研究は、「虐待の援助法に関する文献研究（第３報：1990年代）児童虐待に関する法制度および

法学文献資料の研究（第２期：1990年４月から2000年５月まで）」に続く研究である。この時期は児

童虐待防止法が成立し、児童相談所等関係機関が、より明確な法的枠組みにより児童虐待に対応でき

るようになった時期である。社会の関心も高まり、児童相談所を中心に児童虐待に積極的に対応する

よう求められてきた時期でもある。

しかし、成立した児童虐待防止法には、機関連携や親への指導、さらには強制的手段による介入な

ど、残された課題も少なくなかった。また、警察が徐々に対応を始めてはいるものの、児童相談所等

との連携も手探りであり、学校や裁判所はようやく児童虐待問題に着手し始めたにすぎなかった。こ

うした中で、機関連携のあり方が模索され、より組織的な連携のあり方が検討されはじめた。各地で

は、都道府県のみならず、市町村においても先進的な取り組みが見られるようになり、それらの事例

をモデルに法制化の検討がなされるようになった。

このように第３期は、児童虐待に対する本格的な対応がなされてきたとはいえ、まだ実務的にも法

的にも残された課題は多く、次の2004年法改正に大きな期待が寄せられていた時期でもあった。そう

した中で、福祉関係者をはじめとしてさまざまな分野からの提言が寄せられ、それらは以後の改正で

徐々に結実していくことになる。そうした意味では、この時期は、次の大きなステップのための準備

期間ともいえよう。

本報告書では、法律学や社会福祉学に留まらず、多くの分野で虐待された子どもを保護し、支援す

るための法的枠組みに向けた多様な考え方を示している。本報告書が児童虐待防止関係者にとって児

童虐待問題研究の一助となれば幸いである。

2009年３月

児童虐待法学文献研究会を代表して

吉田恒雄（駿河台大学）
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Ⅰ　序論

１　研究の目的

本研究は、2000年６月から2004年４月までの、すなわち児童虐待防止法成立から2004年の児童虐待

防止法改正までの児童虐待に関する法令・判例および法学研究の動向をさぐることによって、その後

におけるさまざまな児童虐待問題に対する法的対応に与えた意義ないし影響を明らかにすることを目

的とする。

２　研究の方法

本研究は、児童虐待に関する法的問題を扱う文献、判例、通知等の法令および調査・統計資料を対

象に分析する。

本研究で対象としたのは、児童虐待に関する法学（児童福祉法、民法等）文献、判例（民事、児童

福祉法関連）および通知等の法令、児童虐待関連の調査報告書等である。その他、法学分野以外の分

野の文献であっても、児童虐待への法的対応の不備を指摘し、その改善を提言するものが少なくない

ところから、言及された内容がその後に与えた影響の大きさ等を勘案して、適宜、児童福祉、医学、

保健等の分野の文献も対象とした。

これらの文献や資料は、国会図書館雑誌記事文献目録や法学文献判例情報等のデータベースをもと

に検索し、中央大学図書館、日本女子大学図書館、国会図書館等の図書館を通じて入手した。

３　研究の時期区分

第３期は、児童虐待防止法が成立後の2000年６月から2004年４月の児童虐待防止法改正までを対象

とする。内容となるのは、児童虐待防止法・児童福祉法等の施行に関する法改正や通知、成立した児

童虐待防止法の課題や次回改正に向けた提言、その前提としての施行状況などの調査研究である。な

お、内容によっては、かならずしもこの時期には属さないが、今回の研究に密接に関連する資料等も

対象に検討した。

第４期は2004年の児童虐待防止法改正から2007年の再改正までの時期を対象に作業を進める予定で

ある。

＜略語＞

・判時：判例時報

・判タ：判例タイムズ

・家裁月報：家庭裁判月報

・刑集：最高裁判所刑事判例集

－1－



Ⅱ　法令・判例および法学研究の動向

１　法令の動向　

（１）法律改正

第３期の最重要な法律として、2000年５月24日に児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法

法律第82号）が制定された。児童虐待防止法は、児童福祉法の特別法として児童虐待の定義、虐待の

禁止、国・地方公共団体の責務、児童虐待の通告、被虐待児の保護（立入調査、警察官の援助）、面

会通信の制限等を定めた。これまで、1997年の434号通知等により、主として行政解釈により児童虐

待への対応がとられてきたが、解釈上の疑義もあったところから、明文をもって都道府県知事の権限

等を定めることにより、明確な法的根拠をもって対応できるようになった。これとあわせて、児童相

談所長及び児童福祉司の資格、一時保護の期間を原則として２か月に限定する等児童福祉法の一部も

改正された。

児童福祉法については、2001年11月30日に、認可外児童福祉施設に対する監督の強化、保育士資格

の法定化、児童委員の職務の明確化等を定める法改正がなされた（法律第135号）。2004年３月31日の

改正（法律第21号）では、都道府県及び市町村が設置する保育所の保育の実施に要する費用を国庫負

担の対象外とすること、市町村が設置する保育所における保育の実施に要する費用を都道府県の負担

の対象外とすること等が定められた。

2004年12月３日の児童福祉法改正（法律第153号）では、市町村の相談体制の充実、都道府県・児

童相談所による市町村に対する援助、児童相談所長が受けるべき研修、児童福祉司の資格、地方公共

団体における要保護児童対策地域協議会の設置、児童福祉施設のあり方（乳児院及び児童養護施設に

おける児童の年齢要件の柔軟化、児童自立生活支援事業の目的として対象者への就職支援の付加）、

里親の権限の強化、要保護児童に対する司法関与の強化（強制入所措置の有期限化、家裁から児相へ

の勧告等）を定める等、児童虐待対策について抜本的な改正が図られた。

次世代育成・子育て支援分野では、2003年７月に次世代育成支援対策推進法が制定され（法律第

120号）、市町村・都道府県、事業主による行動計画等の策定及びその指針、次世代育成支援対策推進

センター、次世代育成支援対策地域協議会等について定められた。また、2003年７月16日の児童福祉

法改正では（法律第121号）、市町村における子育て支援事業の実施、市町村保育計画の作成等が定め

られた。

（２）通知

①児童虐待防止法施行関連

2000年５月に成立した児童虐待防止法施行に向けて、「児童虐待防止法の施行について」（平成12年

11月20日児発第875号）が発出された。また、同法の施行に鑑み、被虐待児の適切な保護に資するこ

とを目的に、一時保護所に心理職員、個別指導担当職員を配置するものとする通知「一時保護児童処

遇促進事業の実施について」（平成13年４月２日雇児発第248号）が発出された。
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②里親関係

この時期、被虐待児保護の受け皿としての施設、里親分野の充実を図る通知が数多く出されている。

里親については、「里親の認定等に関する通知」（平成14年９月５日厚生労働省令第115号）、「里親が

行う養育に関する最低基準」（平成14年９月５日厚生労働省令第116号）、「里親の認定等に関する省令

第19条第２項の厚生労働大臣が定める研修」（平成14年９月５日厚生労働省告示第290号）、「里親制度

の運営について」（平成14年９月５日雇児発第0905002号）、「専門里親研修の運営について」（平成14

年９月５日雇児発第0905503号）、「里親支援事業の実施について」（平成14年９月５日雇児発第

0905005号）、里親に関連して「養子制度等の活用について」（平成14年９月５日雇児発第0905004号）

が相次いで発出された。とくに新たに創設された専門里親制度は、要保護児童のうち被虐待児を養育

する里親として位置付けられ、一定の研修の受講が義務付けられた。また、里親に関する最低基準で

は、里子に対する虐待の禁止も盛り込まれた。

③施設関係

施設関係では、被虐待児入所の増加に鑑み、小規模施設による養護を目指す通知が出されている。

「児童養護施設等のケア形態の小規模化の推進について」（平成16年５月６日雇児発第0506002号）は、

被虐待児の特性に応じてできる限り家庭的環境のなかでの養護の実現に必要な体制の整備を図ること

を目的とする通知であり、「児童養護施設等の小規模なグループによるケアの推進における実施指針」

（平成16年５月６日雇児発第0506001号）は、その具体的事項を定める指針である。「母子生活支援施

設における夫等からの暴力を受けた母子及び被虐待児に対する適切な処遇体制の確保について」（平

成13年８月２日雇児発第508号）は、母子生活支援施設におけるDV被害を受けた母子、被虐待児の増

加に対応するため、カウンセリング等によるケアのための心理療法担当職員の資格や運営基準等を定

める通知である。

④家庭引き取り

被虐待児の早期家庭引き取りについては、「自立促進等事業の実施について」（平成16年５月11日雇

児発第0511002号）、「乳児院等における早期家庭復帰等の支援体制の強化について」（平成16年４月28

日雇児発第0428005号）が出された。後者については、「家庭支援専門相談員」を乳児院等に配置する

など、被虐待児の入所増加に対する体制の整備が図られた。また、家庭引き取り後の支援に関連して、

「特別の支援を要する家庭の児童の保育所入所における取扱い等について」（平成16年８月13日雇児発

第0813003号）は、児童虐待防止法13条の２第１項により保育所入所の必要性が高いケースについて、

優先的に入所できるように扱うこととする通知である。

⑤岸和田事件――学校・教育委員会との連携

2004年１月の報道により明らかにされた中学生のネグレクトケース（いわゆる岸和田事件）は、ネ

グレクトケースの対応、とくに学校・教育委員会と児童相談所との連携のあり方や強制立入制度の要

否について大きな議論を巻き起こした。また、学校における不登校問題とも関連するところから、社

会的な関心事となり、国会における児童虐待防止法改正に大きな影響を及ぼした。厚労省からは、

「児童虐待防止対策における適切な対応について」（平成16年１月30日雇児総発第0130001号）が出さ
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れるとともに、文部科学省との連名通知として「現在長期間学校を休んでいる児童生徒の状況等に関

する調査結果とその対応について」（平成16年４月15日初児生第２号）が出された。前者の通知では、

児童相談所における情報の共有、学校、警察との連携のほか、養育力不足の家庭の早期発見・対応が

求められた。後者の通知では、長期の欠席の背景に児童虐待が潜んでいる可能性があるとの認識のも

とに、学校での対応や関係機関との連携に努めるものとされた。また、この通知を踏まえて、「『現在

長期間学校を休んでいる児童生徒の状況等に関する調査』結果を踏まえた対応について」（平成16年

４月15日雇児総発第0415001号）が厚労省から発出された。文部科学省通知としての「児童虐待防止

に向けた学校における適切な対応について」（平成16年１月30日初児生第18号）は、都道府県教育委

員会から市町村教育委員会に対して、教職員による児童虐待の早期発見・対応、不登校児童の状況の

把握、虐待通告など関係機関との連携を求める通知である。

⑥早期発見・対応

早期発見・対応について、「民生委員・児童委員の研修について」（平成14年５月22日雇児発第

0522001号・社援発第0522001号）は、児童虐待相談件数の増加に伴い、児童委員については児童・妊

産婦からの相談対応を、主任児童委員については児童虐待の早期発見・対応等を研修内容に含めるも

のとした。「地域保健における児童虐待防止対策の取り組みの推進について」（平成14年６月19日健発

第0619001号）は、保健分野における発生予防のためのハイリスク要因の発見、保健師による訪問指

導、ネットワーク会議での役割など、予防に対する組織的取り組みや児童相談所との連携強化を求め

る通知である。「地域における保健師の保健活動について」（平成15年10月10日健総発第1010001号）

及び「地域における保健師の保健活動指針について」（平成15年10月10日事務連絡）は、活動上の留

意事項を定めるとともに、児童虐待予防対策において専門的な保健サービスを提供するものとした。

後者の指針では、児童虐待に関連する保健師の活動内容として、児童虐待状況の把握、支援の必要性

の判断、機関連携、ネットワークの構築等が定められた。

⑦介入

介入面では、児童虐待通告の増加に伴う児童相談所業務の増加に対応して、「児童家庭支援センタ

ー運営事業の取扱いについて」（平成14年６月19日雇児福発第0619001号）は、「児童家庭支援センタ

ー」を強化するため、その設置要件を緩和した。また、「児童家庭支援センター運営モデル事業の実

施について」（平成14年７月17日雇児発第0717003号）は、中核市における児童家庭支援センターの整

備を図るモデル事業の実施に関する通知である。

⑧子育て支援

子育て支援については、「養育支援を必要とする家庭に関する医療機関から市町村に対する情報提

供について」（平成16年３月10日雇児総発第0310001号）が、医療機関から「養育支援を必要とする家

庭」の診療情報の提供が行われるようにするための体制整備等について定めている。「育児支援家庭

訪問事業の実施について」（平成16年３月31日雇児発第0331032号）は、家庭や地域における養育力の

低下に鑑み、積極的に自ら支援を求めていくことが困難な状況にある家庭、施設退所後のアフターケ

アが必要な家庭等に対して、安定した養育を可能にするために、家庭内での育児に関する具体的な援
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助や養育相談・育児相談等、訪問による支援を実施すること求める通知である。「『家庭の養育力』に

着目した母子保健対策の推進について」（平成16年３月31日雇児母発第0331001号）は、児童虐待死亡

事例の検証により指摘された家庭の「養育力不足」について、「養育力」に応じた適切な支援の強化、

新生児期及び乳幼児期における対応の強化、医療機関との連携の強化、ネットワークの構築と対応の

強化、専門的・広域的対応の強化を求めている。「つどいの広場事業の実施について」（平成14年４月

30日雇児発第0430005号）は、家庭や地域における子育て支援機能の低下状況の中で、子育て中の親

の孤立感、閉塞感等から虐待に至るケースにもつながりかねないところから、子育ての負担感の軽減

を目的に、子育て親子の交流、相談援助、情報提供等を行う事業実施に関する通知である。

（吉田恒雄）

２　判例の動向

（１）児童福祉法　

前期において着実な増加を見せていた児童福祉法28条事件の申立件数は、平成12年を境に更なる増

加を見せる。今期公表された裁判例は全13件であり、うち２件は抗告審決定である。この他に、最高

裁判所事務総局家庭局「児童福祉法28条事件の動向と事件処理の実情（平成12年11月20日～平成13年

11月19日）」家裁月報54巻７号132頁において、５件の28条事件が紹介されている。

①　代理によるミュンヒハウゼン症候群が疑われた事例

これまでは見られなかった虐待公表事例として、実母の「代理によるミュンヒハウゼン症候群」が

疑われた２事例がある（宮崎家裁都城支部平成12年11月15日審判【判例１】家裁月報54巻4号74頁、

札幌高裁平成15年１月22日決定（原審　釧路家裁北見支部平成14年５月31日審判）家裁月報55巻７号

68頁）。宮崎家裁都城支部は、母親がほぼ常に子の下痢量を過大に申告していたこと、虐待告知後に

両親が養育態度を改める姿勢を示していないこと等を理由に児童養護施設への入所措置を承認した。

札幌高裁は、児童に対する父母の監護養育方法が少なくとも客観的には適切さに欠けていたこと等を

理由として児童養護施設への入所措置を承認した原審を支持し、父母の抗告を棄却した。しかし、い

ずれの事例においても、親子分離後に児童の症状改善が認められるとしながらも、実母の「代理によ

るミュンヒハウゼン症候群」は疑いにとどまる、あるいは、その認定は困難であるとされている。

②　児童福祉法28条にいう「親権者の意に反するとき」の意義

次に、千葉家裁市川出張所平成14年12月６日審判【判例２】は、親権者が児童の性非行を理由とす

る施設入所措置には同意しているものの、虐待を理由とする施設入所措置には同意しない場合には、

「親権者の意に反するとき」に該当するとされた事件である。同意に関してはこれまでも、申立て時

には同意をしていないが申立て後に同意をした場合のように、同意の必要な時期を中心として問題と

されてきた。本審判は、同意の内容自体について言及した初めての審判例として注目される。裁判所

は、「母が虐待を理由とする施設の入所措置に同意しないということは、結局本件措置が親権者の意

に反するときに該当することになると解すべきであり、事件本人の性非行を理由とする施設入所の同

意をもって児童福祉法28条による同意と見ることはできない」として、児童を児童自立支援施設に入

所させることを承認した。
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③　虐待概念の明確化

なお、今期の傾向としては、裁判所による事実認定において虐待の概念がより明確になってきたこ

とを指摘することができる。これまでの審判例においても、「虐待」「体罰」「監護懈怠」等の言葉は

散見されたが、特に今期以降は「身体的虐待」「心理的虐待」「性的虐待」「ネグレクト」のように、

より明確な言葉が用いられるようになっている。虐待問題への一般的な関心の高まり及び2000年11月

20日施行の児童虐待防止法が、裁判例に少なからぬ影響を及ぼしていると言うことができるだろうか。

（阿部純一）

３　法学研究の動向

（１）児童福祉法分野　

①　児童虐待防止法の成立

第３期の最大の特徴は、児童虐待防止法が成立し、施行されたことである。同法は、児童福祉法の

特別法と位置付けられ、児童虐待の特徴に鑑みて機関連携や虐待通告における守秘義務免除の法定化

などが規定された。児童虐待防止法の内容は、そのうちいくつかは厚生省児童家庭局長による1997年

の434号通知ですでに行政解釈として示されていたが、同法により法定化されたことで、その後の児

童虐待対応の効果的な手段とされた。また、虐待対応には多くの機関が関与するため、同法の施行に

関わる関係省庁から通知や解説がなされ（時の動き・2000、厚生・2000、時の法令・2000、岩井・

2000）、立法に携わった国会議員による解説等も出版されている（太田他・2001【文献15】、石田・

2005【文献14】）。

②　改正法運用上の課題

児童虐待防止法は制定されたものの、現実にはさまざまな課題が残された。とくに次の改正に向け

た大きな論点は、①司法関与のあり方　②強制的立入調査制度　③児童家庭相談の市町村への移譲で

あった。

司法関与については、立入調査や一時保護など、行政権限の行使に対する司法からの監視機能が想

定される。この点については、平湯論文（平湯・2003）や津崎論文（津崎・2003）があるが、岩佐論

文は、弁護士として児童虐待事件を扱った経験をもとに、司法関与による強制開錠の制度化、児童相

談所の申立による子の監護内容を変更する裁判の仕組み、親権の一部停止等を提案している（岩佐・

2001【文献３】）。また強制立入制度の実現には、児童相談所における保護者等からのリアクションの

実情把握が不可欠である。才村報告では、保護者からの物理的・法的リアクションが深刻になってい

ることが示されており、その後の法改正の議論に重要な資料が提供されている（才村他・2001、西

本・2001）。なお、強制的立入調査は、2007年の児童虐待防止法改正により、児童相談所による臨

検・捜索制度として実現した。

児童相談所における虐待対応件数増加により、児童相談所の機能不全が強調されるようになってき

た。他方で、社会福祉基礎構造改革の延長線上の問題として、従来、都道府県が主として担ってきた

児童家庭相談の市町村移譲問題が浮上してきた。日本子ども家庭総合研究所による調査が進められ、
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市町村における児童家庭相談体制のあり方が検討された（柏女他・2001、加藤他・2001）。この点に

ついては、2004年の児童福祉法改正により、市町村が児童家庭相談の第一義的窓口とされ、同時に主

に虐待問題に対応する「要保護児童対策地域協議会」が設置されることになった。

③　裁判所の取り組み

虐待問題の重度化、深刻化に対応して、児童相談所から家庭裁判所への児童福祉法28条事件申立件

数も増加し、裁判所もその対応に追われることになった。

家庭裁判所の体制として、とくに家庭裁判所調査官の役割や児童相談所との連携等、新たな課題が

生じてきた。これらの問題についての調査研究が進められ（家庭裁判所調査官研修所監修・2003【文

献８】）、児童虐待問題に家庭裁判所が組織的に対応する状況となった。

最高裁は、2002年以降、家庭裁判所が受理した28条事件について定期的にその傾向を報告し、家庭

裁判所に現れる事案の特徴を公表している（最高裁判所事務総局・2002）。また、家庭裁判所に現れ

た非行事件の背景に虐待問題が潜んでいることに注目し、虐待が生じる家族の特性や虐待が非行に転

化するメカニズムを明らかにする研究も行われた（橋本・2004【文献６】）。

④　改正に向けての提言等

児童虐待防止法が成立したものの、児童相談所や施設等の現状はますます厳しくなり、同時に介入

的ケースワークの必要性が強調されるにつれて、裁判所対応も児童相談所や施設の重要な課題となっ

た。さらに、児童相談所等に対する保護者からの反発も強くなり、被虐待児保護のために、保護者の

権利制限や強制権限行使が必要とされる場面が増えてきた。

他方で、子どもの権利条約の視点から家族再統合の視点が強調され、再統合に向けた親指導の重要

性が認識されるようになった。しかし、児童相談所等からの働きかけにもかかわらず保護者がその指

導に応ずることなく、強行に被虐待児の引き取りを強要するケースも目立つようになった。加えて、

保護者の意に反する28条審判にもとづく入所措置に対する保護者の引き取り請求権や子どもの権利の

問題が指摘され、それに対する司法関与の必要性が指摘されるようになった。

こうした諸状況から、次回の改正に向けてさまざまな分野から改正の提言が行われたのも第３期の

特徴である。たとえば、日本子ども虐待防止学会は、その機関誌で特集を組み、医師や弁護士などか

らも改正のための意見が述べられた（日本子ども虐待防止学会・2003【文献２】）。法律家からの提言

としては、磯谷論文が親子分離中の親の権利制限に言及し（磯谷・2000）、平湯論文が日本子ども虐

待防止学会理事会の改正提言を解説している（平湯・2002）。また、国や研究者による立法論的研究

（筒井・2002、吉田・2003【文献４】）、比較法的観点からの研究（土屋・2004、松井・2003、才村・

2004）、多面的な検討がなされ、次回法改正に向けて大きな関心が寄せられた。

家庭に対する国家の積極的介入は、憲法13条その他人権問題に密接にかかわる問題であり、国によ

る家庭への介入のあり方も憲法上の観点から積極的に議論されるようになった（特別企画・2000【文

献７】）。

こうした流れを受けて、国は児童虐待防止法・児童福祉法の改正作業に着手し、社会保障審議会に

おいて大幅な見直しに向けて動き出すことになった（厚生労働省社会保障審議会児童部会における児
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童虐待防止法制度改正の方向に関する議論については23頁以下を参照とされたい）。

【参考文献】

橋本和明『虐待と非行臨床』（創元社、2004年）【文献６】

林陽子「児童虐待防止法を検討する――フェミニズムの視点から――」子どもの虐待とネグレクト２巻２号（2000年）

219－224頁【文献13】

平湯真人「虐待問題への司法関与：議論状況と理論的実際的問題点」子どもの虐待とネグレクト５巻２号（2003年）

308－313頁

平湯真人「児童虐待防止法・児童福祉法改正への提言および意見――JaSPCAN理事会案（平成14年11月28日）」子ど

もの虐待ネグレクト２巻２号（2002年）204－209頁

石田勝之『子どもたちの悲鳴が聞こえる――児童虐待防止法ができるまで』（中央公論事業出版、2005年）【文献14】

磯谷文明「親の権利主張をめぐって」松原康雄、山本保編『児童虐待――その援助と法制度――』（エデュケーショ

ン、2000年）

岩井宜子「『児童虐待の防止等に関する法律』制定と今後の課題」警察学論集53巻10号（2000年）97－111頁

岩佐嘉彦「弁護士から見た児童虐待事件」家庭裁判所月報53巻４号（2001年）１－32頁【文献３】

柏女霊峰他「子ども家庭相談体制のあり方に関する研究（２）市町村保健センターの運営及び子育て相談活動分析」

日本子ども総合研究所紀要38号（2001年）49－64頁

家庭裁判所調査官研修所監修『児童虐待が問題となる家庭事件の実証的研究――深刻化のメカニズムを探る――』

（司法協会、2003年）【文献８】

加藤曜子他「市町村虐待防止ネットワークの実態と課題について――市町村ネットワーク事例から――」日本子ども

総合研究所紀要38号（2001年）297－306頁

厚生労働省雇用均等・児童家庭局「『児童虐待への対応など要保護児童および要支援家庭に対する支援のあり方に関

する当面の見直しの方向性について』の取りまとめについて」厚生労働59巻１号（2004年）28－30頁

森莞治他「児童虐待に関連する家事事件の調査方法及び関係機関との連携」家庭裁判月報52巻10号（2000年）123－

207頁【文献12】

松井一郎「児童虐待の国際比較」子どもの虹情報研修センター紀要創刊号（2003年）77－81頁

西本美保他「立入調査とケースワークについて考える」子どもの虐待とネグレクト３巻２号（2001年）320－324頁

太田誠一・田中甲・池坊保子・石井郁子・保坂展人『きこえますか子どもからのSOS』（ぎょうせい、2001年）【文献15】

最高裁判所事務総局「児童福祉法28条事件の動向と事件処理の実状＜資料＞」家裁月報54巻7号（2002年）132－152頁

斎藤学「児童虐待に対する加害者治療モデル――精神医学の立場から――」子どもの虐待とネグレクト２巻２号

229－233頁（2000年）

才村純「資料解説　子ども虐待へのとりくみ――子ども虐待対応資料集――」別冊発達26号（2001年）２－９頁

才村純他「児童虐待対応に伴う児童相談所への保護者のリアクション等に関する調査研究」日本子ども総合研究所紀

要38号（2001年）

才村純「ドイツ・フランスの児童虐待防止制度――視察結果の報告――」子どもの虹情報研修センター紀要２号

（2004年）107－113頁

坂井聖二『児童虐待防止の防止等に関する法律』は医療現場にどのような影響を及ぼすか？――小児科医の感想的メ

モ――」子どもの虐待とネグレクト２巻２号（2000年）225－228頁

塩見准一「児童虐待が問題となる家事事件における家庭裁判所と児童相談所との連携の実状及びその在り方」調研紀

要75号（2003年）47－66頁
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高橋重宏他「児童福祉司の職務とストレスに関する研究（子ども虐待に関する研究）」日本子ども総合研究所紀要38

号（2001年）7－26頁

津崎哲郎「親権の制限・回復、立入調査・性的虐待裁判をめぐって」子どもの虐待とネグレクト５巻２号（2003年）

301－307頁

土屋恵司「児童虐待防止及び対処措置並びに養子縁組改革－『2003年児童及び家族の安全保持法』による改正後の合

衆国法典第42編〔保健及び福祉〕第67章〔児童虐待防止及び対処措置並びに養子縁組改革〕の規定（アメリカ合衆国

における児童虐待の防止及び対処措置に関する法律」外国の立法219号（2004年）10－66頁

筒井隆志「現代家族の危機――児童虐待・DVへの政策的対応――」立法と調査号 2002年230号52－55頁

富山　豊「家庭裁判所における児童虐待の取扱いについて」ケース研究270号（2002年）165－174頁【文献９】

吉田恒雄編著『児童虐待防止法制度――改正の課題と方向性』（尚学社、2003年）【文献４】

（特集）「児童虐待を防ぐ」時の動き44巻８号（2000年）50－83頁

「法制定の経緯と概要」（特集　児童虐待の防止等に関する法律の概要）厚生55巻9号（2000年）14－17頁

時の法令1625号（2000年）43－54頁

特別企画「検証・『民事不介入』の揺らぎ」法学セミナー550号（2000年）【文献７】

日本子ども虐待防止学会　特集２「児童虐待防止法をめぐって」子どもの虐待とネグレクト２巻２号219－233頁

（2000年）【文献２】

日本子ども虐待防止学会「特集　児童福祉に果たす司法の役割」子どもの虐待とネグレクト５巻２号（2003年）

（吉田恒雄）

（２）民法分野

①　民法学の動向

第３期になると、民法学の領域でも児童虐待に関しての議論がようやく活発になってくる。福祉分

野や医療分野のように他の領域に比べると、児童虐待をテーマにした論考は少ない。しかし、民法学

分野のなかでの議論として見ると、これまでの時期より論文数は増加してきており、また日本におけ

る児童虐待対応の法的問題点も明らかにされてきた時期だといえる。

民法学の動向という項目での整理であるが、公表された文献を見ていくと次の点に気づく。すなわ

ち、まず第一に、民法学とはいっても、直接民法の条文に関する議論がなされているとはかぎらない

という点である。民法上の制度で児童虐待に関わるのは、親権制度である。民法の親権法条文を直接

考察の対象にするものは少なくても、親子分離のように親の権利制限を伴うときには、親権との関連

を論じなければならないことになる。こうしたことから、児童虐待防止法や児童福祉法28条の問題で

はあるが、本節で取り上げなければならないものもある。児童福祉法28条審判事件の判例研究や判例

紹介は、そのほとんどが民法学者により行われているということにも上の事情は現れている。

第二に、今期は、民法上の問題であるが、「しつけ」や「懲戒」というテーマをめぐって、法律学

専攻者ではない、教育学や福祉学専攻者による論考がいくつか見られる。

日本家族<社会と法>学会第17回学術大会が、2000年11月11日に「児童虐待の法的対応」をテーマ

にして立命館大学で開催された。学術大会開催自体は、本研究の第２期になるが、機関誌である『家
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族<社会と法>』第17号の刊行が今期に含まれる。家族法に関する学会が研究大会のテーマとしては

じめて児童虐待問題を取り上げた意義は大きい。このことと並んで、今期は関連するテーマで、いく

つかの雑誌特集が組まれている。年代順にあげると、2000年に「児童虐待の実態と法的対応」【文献

16】、2001年に上記学会の「児童虐待の法的対応」【文献17】、2003年に「子どもの権利擁護と自己決

定―子ども観の転換を基軸に」【文献22】【文献23】である。このように特集が複数回組まれるという

ことは、法律問題としての児童虐待問題という認識が共有されるに至った表れであるといえる。

また、今期も上記特集等に含まれるものも含めて、外国法に関する研究が引続き行われている。主

要文献として解説されているもののほかにも、佐藤和英「ドイツにおける「児童虐待」に関わる家庭

裁判所の手続及び少年局の活動について」『ケース研究』277号（2003年　179－189頁）、岩志和一

郎・鈴木博人・高橋由紀子「ドイツ「児童ならびに少年援助法」全訳（1）（2）（3･完）」『比較法学』

（1）36巻１号（2002年　303－317頁）、（2）37巻１号（2003年　219－231頁）、（3）39巻１号（2006年

267－294頁）を挙げることができる。佐藤の論考は、家裁調査官として平成10年にドイツ連邦共和

国・ハンブルクでの実務をレポートしたものである。岩志らのドイツの児童ならびに少年援助法の全

訳の意義は、ドイツ民法・福祉法を学ぶ者にとって大きい。ただし、その後の大規模改正により現在

では内容が大きく変わっている部分もあり、2007年３月に全面改定訳が公表されている（研究代表者

岩志和一郎『平成17年度－18年度科学研究費補助金（基盤研究（C）一般）研究成果報告書　子の権

利保護のためのシステムの研究―実体親権法と児童福祉法制の連動のあり方―』）。

これらの研究の成果として、日本法に足りないものは何かということがほぼ明らかになってきたの

が今期の特色といえる。

まず、アメリカ法、イギリス法、ドイツ法と比較して、児童虐待への法的介入に際して、日本法は

親の権利保障、適正手続保障（デュー・プロセス）を欠いているという点である。親権への介入の仕

方や法的措置をとった後の親権制限、最終的には親権剥奪の効果は、諸外国は迅速かつ強力であるが、

他面親の権利を保障する充分な手続的保障を講じている。時として、日本では親権が強すぎるとか、

子の保護にあたって親権の壁を乗り越えるのは容易なことではないと主張される。しかし、外国法比

較の結果、このような主張はかなり特殊な主張であることが浮き彫りになったのがこの時期であると

いえる。

外国法との比較では、親権という名称の変更も含めた親権概念の転換がいわれるなか、子に対する

義務性が強調されつつも親の権利性の保障は各国法とも確固たるものがあるという側面が明らかにな

った。イギリス法の親責任しかり（例えば、【文献17】の家族＜社会と法＞での鈴木の論考や、荒川

【文献20】、和田【文献25】によるドイツの状況、許の論考や小泉【文献19】によるイギリスの状況、

山口【文献21】や野瀬【文献24】によるアメリカ法の状況等を見ると、日本法の親の権利制限に対す

る手続的保障が非常に甘いのがはっきりする。また、荒川と和田は、ドイツの親権概念の転換と懲戒

権やしつけの問題を論じるが、ドイツ法では懲戒権が否定されたことはないということ、一度懲戒権

規定がなくなったのは、父しか懲戒権をもたなかったことから男女同権法の制定に伴い懲戒権規定が

姿を消したのであって、懲戒権そのものが否定されたかのような議論は誤りであることを明らかにし
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た。

第二の点は、外国法はパーマネンシーの保障、もしくは同じことだがパーマネンシープランニング

という考え方の採用が各国で行われ、児童虐待への法的対応もこの援助計画に基づいてなされている

ことが明らかになった。これに対して、日本では援助計画の策定は児相まかせで法的な規整の対象に

さえなっていない。パーマネンシーの保障という考え方は、未だ日本法には採用されていないといえ

る。最も鮮明な法改正を行ったのは、マーク・ハーディンや山口によるとアメリカ連邦法のASFA

（養子縁組ならびに安全家庭法）であろう。さらに、ASFAに限らず、永続的な家庭の保障というこ

とになると、実親の家庭への復帰を目指す場合の里親制度の利用問題と、家庭復帰が不可能になった

ときには養子縁組へとつないでいくシステム（たとえば後見制度の充実も含めて）が日本法では決定

的に欠けている。この原因は、繰り返しになるが、パーマネンシーの保障という考え方が法律上受容

されていないことにある。これは、虐待防止法という法律が制定されていても、民法と児童福祉法と

いういわば虐待問題に対応するための基本法の連携が依然としてうまく行われていないということで

もある。

外国法比較が明らかにした三つ目は、親の権利保障についても子のパーマネンシーの保障について

も司法（裁判所）の関与が少ないということである。外国法では、ケースの全体的進行を裁判所が把

握し、判断を下すのに、対して、日本の司法関与は部分的であり、パーマネンシーの保障に至っては、

そもそも日本法には子にとってのパーマネンシーの保障という視点は組み込まれていない。司法関与

は、児童福祉法28条に規定されているように、児童相談所が、親の意志に反して子を保護して里親委

託や施設入所させたい場合と、この措置を２年を超えて更新するときに、家庭裁判所の承認を要する

という形で登場する。この２年ごとの家庭裁判所による承認という手続きは、次期の冒頭に位置づけ

られるべき2004年12月の児童福祉法改正によって導入されたものである。この制度の導入により、裁

判所が児相の判断の正当性をチェックするという機能は果たされることになる。しかし、ケースの進

行全体について裁判所が関与して、児相の判断をチェックすることはない（例えば、一時保護が行わ

れても、それを裁判所が審査する仕組みにはなっていない）。

以上のような仕組みは、ケースの節目ごとに裁判所が関与するようにして、子の福祉の確保と福祉

機関の監督を行う欧米諸国の制度とは大きく異なる。

以上のように、第３期は、民法学では、今後日本法が克服していかなければならない非常に大きな

問題点が鮮明にされた時期であるといえる。

（鈴木博人）

【参考文献】

荒川麻里「ドイツにおける親の懲戒権の明確化―「民法1631条２項の改正に関する法律案」（虐待禁止法案）（1993年）

の検討を通して―」『教育制度研究紀要』第２号（筑波大学教育制度研究室）（2001年）45－56頁【文献20】

岩志和一郎・鈴木博人・高橋由紀子「ドイツ「児童ならびに少年援助法全訳（１）（２）（３・完）」

（１）2002年『比較法学』36巻１号　303－317頁
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（２）2003年『比較法学』37巻１号　219－231頁

（３・完）2007年『比較法学』39巻１号　267－294頁

岩志和一郎・鈴木博人・高橋由紀子『子の権利保護のためのシステムの研究―実体親権法と児童福祉法制の連動のあ

り方―』（平成17年度―18年度科学研究費補助金（基盤研究（Ｃ）一般）研究成果報告書）（2007年）１－141頁

小泉広子「イギリス1989年子ども法における子どもの緊急保護制度」『長崎国際大学論集』第１巻（創刊号）（2001年）

357－367頁【文献19】

「特集　児童虐待の実態と法的対応」『ジュリスト』1188号（2000年11月１日号）（2000年）２－47頁【文献16】

佐藤和英「ドイツにおける「児童虐待」に関わる家庭裁判所の手続及び少年局の活動について」『ケース研究』277号

（2003年）179－189頁

「特集　子どもの権利擁護と自己決定―子ども観の転換を基軸に」『法律時報』75巻９号（2003年）４－65頁【文献22】

【文献23】

日本家族〈社会と法〉学会　「児童虐待の法的対応」『家族〈社会と法〉』17号（2001年）19－198頁【文献17】

野瀬綾子「児童虐待当事者の権利擁護と福祉サービスの管理―アメリカの児童保護システムからの示唆―（一）、

（二・完）」

（一） 『民商法雑誌』128巻４・５号（2003年）161－199頁

（二・完）『民商法雑誌』128巻６号（2003年）30－62頁【文献24】

マーク・ハーディン　桐野由美子訳「アメリカ合衆国のAdoption and Safe Families Act of 1997（養子縁組および安

全家庭法―養子縁組、里親養育を中心とした児童保護システム」『新しい家族』39号養子と里親を考える会（2001年）

36－55頁【文献18】

山口亮子「児童虐待法制度をめぐる日米の状況」『山梨大学人間科学部紀要』４巻１号（2002年）206－220頁【文献

21】

和田美智代「「しつけ」と児童虐待―改正ドイツ民法1631条を手がかりに―」『古橋エツ子先生還暦記念論文集　二一

世紀における社会保障とその周辺領域』法律文化社（2003年）229－242頁【文献25】

（３）児童福祉分野

①　子育て支援との関連

特殊性を否めない「児童虐待」という概念から、「マルトリートメント（不適切な養育）」にまで広

げて捉えようとする動きがこの期には顕著である。問題意識を全ての子育て家族に共通するものと位

置づけることで、児童虐待・マルトリートメントの課題を子育て支援策の一環としやすくする意図も

うかがわれる。広く子育て支援の範疇に置いたことで、虐待原因を虐待者の人格の外に求める視点も

生まれ、虐待の背景として「わが国経済の歪み」（「第56回全国児童養護施設長研究協議会開催要項・

趣旨」・2002）が指摘されるなど、児童虐待が児童福祉の枠を超えた包括的な社会問題であるという

理解も広まった。「やめて、きづいて、たすけて。」と訴えた厚生労働省の啓発ポスター（2001年）に

も、虐待を当該家族だけでなく、周囲の関心をも巻き込んだ問題として認識しようという姿勢が表れ

ている。広く福祉関係者の読者をもつ月刊福祉は2002年11月に「児童虐待」の特集を組んだが、専門

各職からも幅広い実践事例のほかに、社会福祉協議会と保健機関による予防活動、児童と家族への支

援の項目を目次立てしており、ここにも第３期の虐待理解の特色が読み取れる。

経済の歪みにまで言及するなど、虐待を当該家族内だけの問題として見ない姿勢は、自ずと視野の
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広がりを生じさせた。児童虐待と非行、児童虐待と家庭内暴力、児童虐待と親の失業、児童虐待とひ

きこもりなど、従来は別個に取り組まれてきた課題が関連性を重視されるようになってきた。その一

例として、2001年のDV法の成立前後から、DVを目撃した児童への影響が取り沙汰されるようになり、

DVの目撃は心理的虐待にあたるという問題提起がなされはじめた（河合他・2001、二宮・2001）。

第３期には、児童虐待対応のなかでも、児童の保護を目指す従来の考え方から一歩進んで、家族の

再統合がゴールに据えられるようになった。いったん虐待が起こった家族に対しても、子育て支援の

枠で援助プログラムの可能性が探られる。家族の再統合のモデルを描きやすくなった背景には、いう

までもなく、児童虐待防止法が第11条で虐待を行った保護者の「指導をうける義務」を明文化したこ

とにある。虐待親の「指導を受ける義務」は、裏返せば、児童福祉行政が虐待親を切り捨てずに「行

政指導」によってその子育てを支援していくと約束したことを意味する。この法制化を契機として、

具体的な保護者指導の方法が模索されるようになった。こうした流れを汲んで、愛知県で2003年に編

まれた『被虐待児家庭復帰のための保護者指導マニュアル』は特筆に価する。

一方で、国による児童虐待予防に関する方向性がはっきりと見えてきたのも、第３期の特徴である。

まず、2000年に策定された「健やか親子21検討会報告書―母子保健の2010年までの国民運動計画」に

おいて、21世紀にさらに深刻化すると予想される課題として「育児不安と子どもの心の発達問題、児

童虐待」が取り上げられている。この視点は、2002年６月に出された厚生労働省健康局長・雇用均等

児童家庭局長通知「地域保健における児童虐待防止対策の取組の推進について」（添付資料として

「子どもの虐待予防のための保健師活動マニュアル」2001年度厚生科学研究）、ついで2003年５月の厚

生労働省健康局長通知「地域保健対策の推進に関する基本的な指針の一部改正について」で、児童虐

待を含めた親子の心の健康問題への取組強化を21世紀の母子保健の主要課題の一つとして位置づける

ことで確認された。

また、2003年６月の厚生労働省社会保障審議会児童部会「児童虐待の防止等に関する専門委員会報

告書」で、児童虐待の予防のためには、一般的な子育て支援の充実に加えて、支援を必要とする人に

きめ細かな専門的な支援の重点化を図る必要があることが指摘された。これらの鍵となるのは、母子

保健活動であるために、母子保健領域に児童虐待防止の役割を負わせたマニュアルが散見される。（一

例として、母子保健マニュアル（児童虐待予防編）作成委員会・2004）

児童虐待の予防を視野に入れながら、子育て支援ネットワークの充実を模索する自治体も多い。縦

割り行政のあり方が批判対象となってきた日本の福祉行政現場で、従来、ネットワークは有効な機能

を果してこなかった。そのため、地方自治体現場ではネットワークの必要性の認識が薄く、先駆的な

取組の調査から開始する自治体も少なくない。（一例として、広島県福祉保健部福祉保健総務室児童

支援室・2004、：なお先駆的取組の市町村としては、神奈川県藤沢市・静岡県沼津市・同浜岡町・大

阪府泉大津市・同門真市・同和泉市・同堺市・福岡県中間市・同水巻市があげられている／加藤他・

2002）

児童虐待の予防と広く一般家庭への子育て支援をねらいとして、児童相談の枠組みを主任児童委員

からさらに大きく広げた「地域協力員」制度が各地で見られるようになって来たのも、今期の特色で
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ある。自治体ごとに規定はさまざまであるが、主任児童委員や保育士・教師等の児童に関する有資格

者を対象に一定の研修を経て認定し、地域での児童虐待事例の掘り起こしと児童相談所への通告、児

童相談所から委託された事例の支援・援助活動と、より地域に根ざした組織として活動することが期

待されている。地域社会の崩壊が指摘されて久しいが、以前の日本社会にあった地域共同体の子育て

ネットワークを人為的に再生させようという試みであろう。しかしながら、人為的なネットワークの

有機的機能が困難なことは、「地域協力員」マニュアルが各地で多く作られていることからも容易に

想像される。専門知識・専門職資格を典拠に行政から認定された「地域協力員」はマニュアルに手が

かりを求めながら、本来プライベートな領域である近所の子育てに関わっていくのが今日の限界であ

る。その構造的な矛盾を物語るかのように、マニュアル自体が、地域協力員には児童相談所への通告

を第一に求めながら、一方で弁護士会や警察の虐待対応機能を紹介しこれらに連絡をとることを勧め

るなどスタンスが判然としない例も少なくない（一例として、札幌市児童福祉総合センター相談判定

課・2001）。

こうした地方自治体ごとの取り組みが活発化するなかで、改めて自治体行政の限界が浮かび上がっ

てきたのも今期の特色の一つであろう。森望はこの期に見られた各領域の取り組みに広く目配りしな

がら、課題を列挙している（森・2001【文献27】）。

加えて指摘しておかねばならないのが、この期にみられた、児童養護施設恩寵園の事件への取組み

である。児童虐待をうけた児童の親子分離後の受け皿として主要な役割を担うべき児童福祉施設の現

場で長年にわたり施設長や職員による児童への虐待が行われていた事実は、施設が次の児童虐待の現

場ともなりうる構造的な危険性を改めて示すものである。その現実をどう乗りこえていくかが、児童

福祉施設現場の今後への課題であろう。

児童の健全な育成を保障する児童福祉の観点からは、これまでに概観したとおり児童虐待の防止と

対策が展開されていく一方、同じく児童の健全な育成を支援する教育の領域が、こと児童虐待対策に

対しては後ろ手にまわっていることを露呈させたのが岸和田事件であった。大阪府岸和田市で不登校

児童が自宅で保護者からの虐待を受けていたことが発覚したこの事件では、不登校の事実を学校がつ

かんでおり、家庭訪問をしながら虐待の事実に気がつかなかった。学校が、児童本人に直接会って安

否を確認する等の初歩的な対応も果せずに時間を経過させたことが虐待の重篤化を招いた。福祉的視

点に立ったアセスメントが出来ていれば早期に救済できた可能性が高いと考えられ、教育分野の生徒

指導の領域に福祉分野の対人援助の方法論が全く生かされていないことが悔やまれた。

その背景としては、「これまで学校は虐待の切り口で子どもの問題行動に取り組んだ経験がない」

という教育現場の実態が指摘されている（兼田・2004：332頁）。児童虐待が社会問題として広く関心

を引いた後にも、児童虐待防止法が編まれ教育関係者が早期発見の努力を求められる者として掲げら

れた後でも、「虐待問題に関して学校関係者の関心は薄い」現実は変わらず、「その実態として2000年

に愛知県で行われた日本子どもの虐待防止研究会学術集会（あいち大会）当時、会員名簿で小･中･高

校･養護学校の関係者を拾い上げたが、1000名の会員中にたったの10名程度であった」（兼田・2004：

334頁）という報告もある。教育の領域で主要な雑誌の一つである『教育』（教育科学研究会編、国土
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社）は、2002年10月号で「児童虐待と支援･援助の諸相」という特集を組んだ。教育現場からの実践

報告、被虐待体験者の報告等、虐待問題に向き合う教育分野の姿勢を模索するうえで貴重な論考が集

められている。しかしながら、論文表題に「虐待」の用語を含まないためにキーワード検索の対象か

ら外れるなど、虐待対応の経験や学びを専門領域をこえて広く共有しようという共通認識が確立して

いるとはいいがたい。

社会的には既に児童福祉の領域を中心に、児童虐待の専門家でなくとも子どもと向き合う職業の人

が児童虐待を発見し、専門機関につなぐ方法論が具体的に構築され、啓蒙活動が展開されはじめてい

る。こうした現状に鑑みて、教育領域の意識の変換が求められよう。教護･非行の領域が、後述のよ

うに、非行原因としての虐待という視点をもつことで、児童理解が深まり問題の本質に近づき得るよ

うになったのと同様に、教育もまた児童福祉の成果を取り入れることで、児童の問題行動の原因とし

ての虐待という視点をもち児童･生徒指導の質的向上が望めると期待される。

【参考文献】

愛知県『被虐待児家庭復帰のための保護者指導マニュアル』（2003年）愛知県【文献32】

母子保健マニュアル（児童虐待予防編）作成委員会編『母子保健マニュアル―児童虐待予防編―（乳幼児健康診査マ

ニュアル別冊）』（北海道保健福祉部子ども未来づくり推進室、2004年3月）

広島県福祉保健部福祉保健総務室児童支援室『児童家庭地域相談システム開発事業　調査研究プロジェクト（市町村

育成）報告書～子どもや家庭へのネットワーク型支援～』（広島県福祉保健部福祉保健総務室児童支援室、2004年3月）

兼田智彦「岸和田事件をめぐって」『子どもの虐待とネグレクト』6巻3号（2004年12月）332頁

加藤曜子ほか『市町村児童虐待防止ネットワーク調査研究報告書』（平成13年度児童環境づくり調査研究事業、2002

年）

河合容子ほか「ドメスティック・バイオレンスと子ども」『子どもの虐待とネグレクト』3巻1号（2001年7月）138－

140頁

教育科学研究会編「特集　児童虐待と支援･援助の諸相」『教育』2002年10月号（国土社、2002年10月）

森望「子ども家庭福祉と自治体行政―子育ての社会化と地方分権パラダイム―」『社会福祉研究』82号（2001年10月）

27－35頁【文献27】

二宮恒夫「ドメスティック・バイオレンスの目撃による心的外傷の2例」『子どもの虐待とネグレクト』3巻2号（2001

年12号）313－319頁

札幌市児童福祉総合センター相談判定課『児童虐待予防地域協力員活動ハンドブック』（札幌市児童福祉総合センタ

ー相談判定課、2001年1月）

②　児童虐待防止のための「マニュアル」

第３期には、市町村レベルでのマニュアル作成が相次いだ。それぞれの自治体で、目的別・対象者

別に何種類かのマニュアルを作成しているのが特徴であり、通常、幼稚園・保育所職員向け、学校教

職員向け、民生委員・児童委員向け、児童福祉施設・機関向け等の区分がなされている。いずれの場

合も、既存の各領域の行政サービスをいかに駆使して児童虐待の予防と対応に向き合うかを主題とし

ており、必ずしも法的手段の周知・活用に積極的ではない。よく工夫された虐待チェックリストが整
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備されているものが多い点に象徴されるように、関係職員一人一人の対応能力を養成するというより

は、経験や能力によらず誰しもが虐待事例に出会った際に業務を果たせるようにという、差し迫った

必要に応じることをねらいとした「広く・浅い」マニュアルであるといえる。

新潟県福祉保健部・新潟県医師会で編集した『乳幼児健康診査の手引　改訂第４版』（新潟県福祉

保健部健康対策課・新潟県医師会・2002）は、表紙の表題の下に「疾病の早期発見・健康の保持増進

とともに　児童虐待の早期発見と子育て支援の充実に向けて」と添え書きされており、内容にも「児

童虐待の予防と早期発見の視点」の章を設けるなど、乳幼児健診マニュアルが児童虐待マニュアルの

側面を明確に持たされている一例である。本手引きには、「虐待の重症度判断基準」「虐待の重症度の

判断のための評価指標」などの資料も掲載されており、健診現場での視点に加えて、虐待が疑われる

事例に接した際に、健診直後からの事後フォローの具体的方法についても言及されている。フォロー

の中にはもちろん児童相談所への通告に始まる法的対応も位置づけられてはいるが、保健師や医療者

のネットワークを駆使した育児支援で乗り切る方法が主体と考えられている。巻末に参考文献が掲げ

られ、2001年までに刊行された他県等のマニュアルもリストアップされている。

【参考文献】

新潟県福祉保健部・新潟県医師会編『乳幼児健康診査の手引　改訂第4版』（新潟県福祉保健部健康対策課・新潟県医

師会、2002年3月）

（田澤薫）

③　行政と民間組織におけるネットワークの整備

（協定書・相談援助に関する覚書について）

児童虐待防止対策からすると、第３期は、虐待対応の要となる「児童虐待の防止等に関する法律」

（2000年11月）が施行された時であり、虐待に関する相談件数が大幅に増え、それに伴い関係機関と

の具体的な連携が重要視され、整備が進められた時期でもあった。そして、その連携は、民間機関と

行政機関（児童相談所等）による虐待防止活動を目的とした「協定書の締結」という形で残されてい

く。協定書が交わされるようになったのは、この期からであり、全国で最初に協定書を締結したのは、

子どもの虐待防止センター（東京）と東京都児童相談センターであった。第３期以前に、協定書とい

う名称ではないが、北海道児童相談所と北海道子どもの虐待防止協会との間で、1997年に交わされた

「被虐待児童の相談援助に関する覚書」がある。

協定書・覚書の目的は、時期により違いがあり、様々な段階を経ていく。第１段階は、通告とその

受理に関する取り決めを目的としており、第２段階は、連携をする上での個人情報の扱い（主に守秘

義務）について、第３段階は保護に関する取り決めが目的とされていた。また、第４段階に入ると、

ネットワーク作り・ケース検討会への出席に関する取り決めが目的の中に記載されていく。第４段階

の時期は、この第３期には含まれておらず、2005年に締結した、ながの子どもを虐待から守る会と長

野県中央児童相談所との間の「児童虐待の相談援助に関する協定書」から確認することができる。こ
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のように協定書・覚書は、その時に生じている虐待防止に関する問題の解決や、制定された法制度の

影響を受けながら変遷する。

そこで、ここでは、第３期の2000年から2004年にかけて交わされた５つの協定書について、その特

徴と概要を確認する。この時期は、目的の変遷においては、第２段階と第３段階にあたり、（1）機関

同士の情報共有と個人情報の適切な取り扱いが、協定書の主な目的とされ、（2）保護についての取り

決めも確認することができる。以下が具体的な内容である。

Ａ. 東京都福祉局「児童相談所と子どもの虐待防止センターとの協定書締結について」（東京都福祉

局　平成12年11月７日）によると、協定は「児童虐待の防止等に関する法律」（第4条）の「国及び地

方公共団体と民間団体との連携の強化」が規定されたことを機に、2000年11月６日に締結したと述べ

られている。上記の法律規定は協定書締結のきっかけとなってはいるが、以前から、行政機関と民間

機関との間の個人情報の扱い（守秘義務）に関する様々な課題が存在していたことも締結の契機とな

っている。今回の協定書締結の目的は、個別具体的な児童虐待ケースの解決のためには、児童相談所

（以下「児相」という）と社会福祉法人子どもの虐待防止センター（以下「防止センター」という）

との相互の密接な協力関係が不可欠であるとの認識に立ち、積極的に連携を進めていくこととされて

いる。協定書には、連携に関しては相互の情報交換が不可欠であるため、相談者との信頼関係やプラ

イバシー保護に配慮した上で、ケースへの援助のために相互に情報提供を図っていくことが記されて

いる。そして「情報提供及び人の秘密の取り扱い」についての規定は7項目にも及んでいた。また、

具体的な連携について以下の３点を示していた。

（1）虐待する親からの相談の受け止め（児相では虐待する親本人からの相談は少なく、近隣や関

係機関からの通告に基づいて強制的に介入することが多い。他方、防止センターには親からの相談を

中心に年間約4,000件の相談が寄せられているため、児相が関わることが適当なケースについては児相

へつなげてもらい、両者が連携して家族への援助に当たる。）（2）治療プログラムの一つとしての

MCG（虐待する母親のための治療グループ）との連携（虐待する親への援助については、児相とし

ても取り組むべき課題であるが、児相に拒否的な親の場合には、子どものケアは児相が行い、親のケ

アはMCGが受け持つという役割分担を期待している。）（3）専門スタッフによる助言（児相が強制的

な介入機能を果たすことにより、親と対立関係になることが多く、弁護士や医師など専門的な立場か

らの判断は欠かせない。防止センターの医師、弁護士、大学教員等専門スタッフの助言を必要とする

ケースは多い。）このように、協定書を締結することで、お互いの機関の役割・活動の範囲を明確に

し、親・子への支援の具体的な資源を有効に活用すること、その上で協働し児童虐待防止に関わるこ

とを明らかにした点が、この協定書の特徴といえよう。防止センターは2000年に協定書を締結したこ

とを受け、2001年６月６日に、児相に情報提供を求めることができる防止センターの構成員の範囲を

定め、彼らが守るべき守秘義務について「守秘義務誓約書」を東京都児童相談センター所長宛に提出

した。また、『CAPニューズ号外2002年』には、東京都の虐待対策課が、防止センターのケースカン

ファレンスに毎月参加し、連携が以前より多く行われている状況が記載されていた。

Ｂ. 子どもの虐待防止ネットワーク・あいち（CAPNA：Child Abuse Prevention Network Aichi）
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は、1995年10月設立のNPO（特定非営利活動法人）［法人格取得2000年３月］であり、協定書につい

ては2000年12月25日に、愛知県所管の児童・障害者相談センターと締結している。協定書には、「児

童虐待の予防や解決のため、有効に連携していく必要性について認識を共有し、情報の提供と秘密保

持の取り扱いならびに技術援助等の強力について次のとおり合意する」と記載され、８項目について

取り決めを行っている。その内容は、1.連携　2.個人情報の提供　3.第三者への個人情報開示の禁止等

4.情報提供先に対する措置請求　5.個人情報を請求できるCAPNA会員の範囲と情報の取扱い　6.技術

的援助等の相互協力　7.手続き　8.その他の事項から構成されている。2000年度に入ってからの協定

書締結としては２番目となり、この協定書の特徴は、子ども及びその家庭に関する情報についての扱

い方に関して、詳細にわたり規定されている点にある。

Ｃ. 子どもの虐待防止ネットワーク・あいち（CAPNA：Child Abuse Prevention Network Aichi）

と名古屋市児童相談所は、お互いの機関が連携し、情報交換や連絡調整を行うことによって、児童虐

待の早期発見・早期対応を図ることを目的として、2002年３月に「子どもたちを虐待から守るための

覚書」を締結している。そして、その翌年の2003年1月22日に「情報提供及び情報の守秘義務に関す

る協定書」を交わした。協定書では、「「子どもたちを虐待から守るための覚書」3（2）」で定める情

報提供及び情報の守秘義務に関する取り扱いについて、個人情報の提供や第三者への個人情報開示の

禁止等、7項目について合意している。これらから、名古屋市児童相談所と子どもの虐待防止ネット

ワーク・あいちの間では、機関同士の連携について徐々に整備されていった過程が読み取れる。

Ｄ.「“あい”と県内３児童相談所がケース取扱いの協定」締結　『ニューズレター　第８号』（いば

らき子どもの虐待防止ネットワーク“あい”2003）によると、いばらき子どもの虐待防止ネットワー

ク“あい”（以下「“あい”」という）は、茨城県内の３つの児相と、2003年８月４日にケースの取り

扱いについての協定を締結したと記されている。“あい”は、2000年10月に設立された茨城県内初の

子どもの虐待防止のための民間団体である。設立後、ケース対応の際には、児相に通告し連携してい

たが、児相側には守秘義務があるため民間団体に情報を出せないという制約があり、一方“あい”に

は相談者や通報者から多くの情報が入ってくるという事態が生じていた。上述した通り、児童虐待防

止法第４条は、民間団体と児相との連携の必要性を謳っており、それを機に茨城県と“あい”は、

2002年11月より協議を重ね、具体的な個別ケース解決のために協定を締結した。茨城県福祉相談セン

ター、土浦児童相談所及び下館児童相談所は、“あい”との情報の提供と秘密保持の取り扱い並びに

技術援助等の協力に関して、以下の内容について合意している。その内容は、第１条（連携）、第２

条（個人情報の請求及び提供）、第３条（第三者への個人情報の開示の禁止等）、第４条（情報提供先

に対する措置請求）、第５条（個人情報を請求、また提供を受けることができる“あい”会員の範囲

と情報の取り扱い）、第６条（技術的援助等の相互協力）、第７条（連絡会議の開催）、第８条（手続

き）、第９条（その他の事項）、附則となる。このように、当協定書の特徴は、条文の中で機関同士の

連携の規定を細かく定めているところにある。

Ｅ. 東京都は、カリヨン子どもセンターとも連携のための協定書締結を2004年６月11日に実施して

いる。「福祉局報道発表（カリヨン子どもセンターとの協定締結）2004年６月掲載　東京都児童相談
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センター事業部」によると、東京都の児相では、児童虐待や非行などへの対応強化の一環として、そ

の問題に取り組んでいるNPO・民間団体との連携・強化に努めており、全国初の子どものためのシェ

ルター「カリヨン子どもの家」を運営するNPOカリヨン子どもセンターと協定を結び、密接に連携・

協力していることを表明した。カリヨン子どもセンターは2004年２月に設立され、虐待を受けて家庭

で暮らせない子ども、児童養護施設を退所して自立したものの、困難に直面し帰る場所がない、ある

いは少年犯罪を起こし少年院に入る必要はないのに、引き取る保護者等がいないために行き場所が見

つからない子ども等を弁護士の支援の元に保護する機関である。この協定書の概要は、（1）カリヨン

子どもセンターへの一時保護委託。これはNPO法人では全国初の試みである。（2）多人数での集団生

活に馴染めないなど、児相の一時保護所での一時保護が難しい子どもをカリヨン子どもの家に一時保

護委託する。（3）児相への一時保護の要請（児童福祉施設への入所などの法的対応が予想される子ど

もをカリヨン子どもの家からの要請により、児相が一時保護する。（4）相互の情報提供・秘密保持を

義務化する。この締結の意義と特徴は、NPO法人への一時保護委託の取り決めが協定書という形で交

わされている点にあり、また、この取り組み自体、近年の首都圏の一時保護所が満杯で深刻な過密状

態であり（西日本新聞　2006年12月16日掲載）、また非行少年と幼児との共同保護という状況の悪さ

を打破するための策を規定したという点にもあるといえよう。

以上のように、第３期は行政と民間機関の協力が具体的に進み、協定書という形で残され始めてい

った時期である。その切っ掛けとなったのが、前述した通り2000年の児童虐待防止法第４条であった。

そして、この流れは、個々の職員同士のやり取りでの連携という形から一歩進んで、虐待防止のネッ

トワークが各自治体（行政）と民間機関という組織同士で整備されていく過程に入ったことを示して

いる。

最後に、これらの動向の先駆けとなった北海道児童相談所と北海道子ども虐待防止協会との「被虐

待児童の相談援助に関する覚書」について述べる。この覚書は、1997年１月14日に交わされたもので、

被虐待児童の相談援助について、以下の４事項に基づいて連携することを明らかにしている。第１条

（通告）、第２条（通知）、第３条（相互協力）、第４条（プライバシー保護）。そして、この覚書は

1990年代後半、虐待への社会的関心が高まる中、交わされたものであり、関係機関・団体等からなる

ネットワークの有効性が認識されはじめたという初期段階で締結された点に着目する必要があろう。

その当時の行政の動向を確認すると、1996年にネットワークの活動を促進する通知「児童虐待ケー

スマネージメントモデル事業の実施について」（平成８年５月15日厚生省児童家庭局長通知児発第516

号・厚生省児童家庭局企画課長通知児企第16号）が出され、そして、翌年の1997年には「児童福祉法

の積極的な運用による児童虐待への対応－児童虐待等に関する児童福祉法の適切な運用について」

（平成９年６月20日厚生省児童家庭局長通知児発第434号）が発出されている。

当時としては、児相に対して、通告義務の周知や、児相における即応体制の整備、組織的対応、立

入調査および家庭裁判所への申立等の積極的対応が求められ、虐待という問題について、児童に関わ

る行政機関が本腰を入れて取り組まざるを得ない状況下であったこと、また一方で、連携を促進する

流れが徐々に構築され、虐待防止に関係する機関全てがネットワークを組み、虐待対応を行う必要が
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出てきたことが挙げられる。そして、その取り組みが８年の歳月を経て、2004年の児童虐待防止法第

４条（連携の強化）、児童福祉法の一部を改正する法律（平成16年法律第153号）（要保護児童対策地

域協議会設置）の規定に繋がっていった点にも注目しなければならない。

そして、その翌年の2005年７月に、ながの子どもを虐待から守る会と長野県中央児童相談所との間

で、交わされた「児童虐待の相談援助に関する協定書」では、2004年児童福祉法改正での要保護児童

対策地域協議会設置規定の影響を受けてか、ながの子どもを虐待から守る会による児相に対しての

「ケース検討会等への出席要求」が条文の中に盛り込まれ、その逆側からの支援要求として、児相は、

ながの子どもの虐待から守る会へ「会員の専門知識の提供やネットワークづくりなどへの支援要請を

することができる」旨が記載されていた。このように連携に関する協定書・覚書は、時代により規定

される内容や目的が変遷してきたという特徴がある。
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東京都福祉局「児童相談所と子どもの虐待防止センターとの協定書締結について」（平成12年11月7日）（東京都福祉

局、2000年）

東京都福祉局「福祉局報道発表（カリヨン子どもセンターとの協定締結）2004年6月掲載　東京都児童相談センター

事業部」（平成16年6月）（東京都福祉局、2004年）

東京都児童相談センター　カリヨン子どもセンター「協定書」（2004年6月11日）

東京都児童相談センター　子どもの虐待防止センター「協定書」（2000年11月6日）

（加藤洋子）
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④　ネットワーク整備強化の中での学校との連携

第３期は、ネットワーク構築について活発な議論が進められ、各機関がネットワーク構築上で、具

体的に何が問題であり、何を必要とし、何を改善するべきかを検討する時期に入っていく。その一例

が、学校関係者の虐待に関する研究といえよう。玉井他による『児童虐待に関する学校の対応につい

ての調査研究』（平成14年～平成15年度文部科学省科学研究費補助金・山梨大学教育人間科学部玉井

邦夫他）は、全国規模で実施された学校現場に対する児童虐待への認識・現状を明らかにした初めて

の調査報告書（2004年）であり、文部科学省が行った虐待に関しての包括的な報告としては初期のも

のである。

この調査報告書によると、「学校現場では、すでに教員の５人に１人は、虐待事例に対応した経験

があり、教育現場での虐待防止対応は、特殊な課題ではなくなっている。そのための取組の１つとし

て、教師ができることとしては、子どもが発する信号を鋭敏に感知するとともに、虐待の子どもは、

『自分の学校や学級にも存在している可能性がある』という危機感を持って対応することが必要であ

る。」（玉井・2007：７頁）

また、教育行政の虐待防止対応については、「児童虐待防止法の施行以降、法の趣旨の周知活動と

いう形で実施され、その成果は、都道府県や政令指定都市では98パーセント、市町村では75パーセン

トが、学校等への周知を行っており、その結果、約９割近くの教員が児童虐待の早期発見努力義務や

通告義務があることを承知している」（玉井・2007：７頁）という。

しかし、「学校が、児童虐待を発見しても関係機関への通告をせず、可能な限り自力で対処しよう

とする傾向があることが示された。」（玉井・2007：７頁）その理由として、「学校が、伝統的に教育

的指導の観点から限界まで自力対応の路を探らなければならないとする責任の大きさによるところが

大きい」ことが挙げられている（玉井・2007：７頁）。それを踏まえて、今後の日本の虐待対策とし

て、「学校は、地域において一定の年齢の子どもに対して網羅的に対応できる唯一のシステムであり、

『学校』というシステムが持っている特性を活かせるような対応システムが構築されるべきである」

と提言している（玉井・2007：７頁）。

一方で、学校の児童虐待防止に向けた取り組みの課題として、以下の内容も挙げている。「ア：教

師向け指導資料・啓発資料の作成状況を見れば、都道府県等での作成は進んでいるものの、市町村の

作成は進んでいないこと、イ：同啓発資料を『読んでいない』又は『存在を知らない』教師が約５割

もいること、ウ：教員研修は、都道府県で約４割、市町村で約１割が実施されているに過ぎないこと、

エ：被虐待児童生徒の在籍校に対する特別な人的措置を行っている市町村は４パーセントに過ぎない

こと、など、児童虐待防止に向けた行政の取組は、『周知徹底』の段階ではかなり進む反面、『具体的

な学校現場への支援』の段階ではまだまだ取組が緒についたばかりの状態にある。また、学校等への

児童虐待防止法の趣旨等の周知徹底はかなり進んでいるが、肝心の家庭（保護者）に対する広報は十

分であるとは言えない状況にあり、この部分についての行政の充実が必要となっている」と記してい

る（玉井・2007：７頁）。

この報告書を踏まえて、玉井他は2006年に『学校等における児童虐待防止に向けた取組について』
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を出している。この報告書は、具体的な学校の対応に踏み込む目的で作られたものであり、2004年の

児童福祉法・児童虐待防止法の改正についてもそれに合わせて学校側がどのように対応すべきかにつ

いて言及している。そして、これらの報告書は、第４期に入ると2007年に発刊された玉井による『学

校現場で役立つ子ども虐待対応の手引き』や文部科学省による『養護教諭のための児童虐待対応の手

引』の作成に繋がっていく。

2003年に起こった岸和田事件を契機に、学校と児童相談所、その他機関との連携の重要性に関する

議論は喫緊のものとなり、文部科学省からは、2004年の１月に「児童虐待防止に向けた学校における

適切な対応について」（平成16年１月30日文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知15初児生第18

号）と同年４月に「現在長期間学校を休んでいる児童生徒の状況等に関する調査結果とその対応につ

いて」（平成16年４月15日文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知16初児生第２号）が発行され

た。16初児生第２号通知では「当該児童生徒に会うことができず保護者から協力が得られないなど、

学校関係者のみでは当該児童生徒の状況把握が困難である場合には、学校だけで対応しようとせず、

早期に教育委員会への連絡、相談を行うとともに、地域の民生・児童委員、主任児童委員、児童相談

所、福祉事務所、警察署、少年サポートセンター、少年補導センターなどの関係機関等の協力を得て

状況把握に努めること」という文言が記載されている。

また、岸和田事件に関する特集が学会誌に組まれ、学校の対応に関して様々な分野から提言がなさ

れている（兼田・2004、峯本・2004）。兼田は「これまで我が国の学校には、虐待を受けている子ど

もたちがいなかったことになっている。そんなことはあり得ないのだが、多くの教師達は虐待に気づ

くことは少なかった。運よく気づいてもどのように対処してよいかわからず、１人で抱え込んで悩ん

でいた教員もいたはずだ」と述べている（兼田・2004：332頁）。そして、子どもの安否確認の重要性

について、岸和田事件以前に発生していた1996年の名古屋市内で６年生の女児がネグレクトにより死

亡した事件を例にして論じている。「半ばゴミの中に埋もれた劣悪な環境の中で医療を受けられずに

寝たきりで死亡」（兼田・2004：333頁）した女児の事件は、岸和田事件同様に、教師は何度も家庭訪

問を実施していたが、母親に面会を拒否され本児に会うことはできなかった。児童相談所（児童福祉

センター）の職員の状況も同様であり、唯一、本児の様子を見ることができたのは警察官であったが、

「病院に連れていったほうがいい」（兼田・2004：333頁）と母親に言い残したのみで、結果的に、保

護者が養育に関して適切な対応が出来ないまま女児は死亡する。事前に何らかの情報を得ながらも、

岸和田事件と同様にネットワークが上手く機能せず、介入が効果的に行われなかった事例である。兼

田は「岸和田事件を契機にして、学校での虐待の発見と対応についての認識はかなり高まってきてい

る。」（兼田・2004：336頁）そして、文部科学省が毎年実施している学校基本調査の中に、「虐待の認

知件数」｢虐待の種類｣｢措置の状況｣等についての調査項目を入れ、そのことにより学校における虐待

実態を把握し、予算措置が取れるように働きかけることが必要であると提案している。また、このこ

とは、改正された児童虐待防止法の第４条第２項の措置（児童の福祉に職務上関係のあるものが児童

虐待を早期に発見して、虐待防止に寄与できるよう研修等必要な措置を講ずるもの）にあたるとも論

じている（兼田・2004）。
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このように、今期はネットワーク構築上の様々な課題が緊急なものとなり、また、子どもを虐待か

ら守る上で、学校・教職員においても虐待対応に積極的に関与すべきとする議論が実務者レベルで展

開されるようになった。しかし、学校現場での子ども達からのＳＯＳのサインがどのようなタイミン

グでキャッチできるかは、それぞれの担当者や、学校側の判断に委ねられるケースが多く、虐待の専

門機関に通告しないことによる罰則規定がない上での防止活動には限界がある。岸和田事件のように

重篤な事例後に調査が行われ、虐待対応の通知が発行されることにより、以前よりは実務的に動き易

くなっているものの、乳幼児とは違い、言葉による説明、また虐待場面からおそらく逃げることが可

能であろうと思われる学童期に入った子ども達の声を、どこまで拾い上げられるかという部分におい

ては疑問が残った。具体的には、子ども・保護者の状況について「様子を見る」という言葉の影に、

虐待の実態が隠れることによる判断の遅れが発生するというリスクを抱えていることが周知されなか

ったということである。そして、残念ながら、その課題があることを、この期では十分に議論される

には至らなかった。

【参考文献】

兼田智彦「岸和田事件をめぐって・・・・学校関係者として」『子どもの虐待とネグレクト』６巻３号（2004年）

332－336頁

峯本耕治「岸和田児童虐待事件が学校・教育委員会に問いかけたもの」『子どもの虐待とネグレクト』６巻３号（2004

年）337－341頁

文部科学省初等中等教育局児童生徒課長通知　「現在長期間学校を休んでいる児童生徒の状況等に関する調査結果と

その対応について」（平成16年４月15日16初児生第２号）（2004年）

文部科学省スポーツ・青年局『養護教諭のための児童虐待対応の手引』（2007年）

玉井邦夫他『児童虐待に関する学校の対応についての調査研究』（平成14年度～平成15年度文部科学省科学研究費補

助金・山梨大学教育人間科学部玉井邦夫他）（2004年）

玉井邦夫他『学校等における児童虐待防止に向けた取組について』（平成17年度～18年度文部科学省委託研究）（2006

年）

玉井邦夫『学校現場で役立つ子ども虐待対応の手引き　子どもと親への対応から専門機関との連携まで』（明石書店、

2007年）

（加藤洋子）

⑤　児童虐待対策の動向

児童虐待防止対応では、「欧米の例を見ると大きく時計の振り子が揺れるように変化しており、あ

る時には非常に介入的な政策が取られ、それに対する社会的な反動があり、また今度は抑制的な方向

に走るという振り子の中で、制度が揺れてきている」（社会保障審議会児童部会「児童虐待の防止等

に関する専門委員会」第１回議事録　吉田委員）とあるように、防止対策をどのような方向で整備し

ていくかは、その時の虐待発生の状況、また死亡事例など重篤な虐待事例の分析などにより変化して

いる。日本においては、児童虐待防止法が2000年11月に施行され、その後2004年の改正に向けてどの

ような動きがあったのか３つの報告書から、その動向を確認してみたい。

児童虐待防止法の附則において、法律の施行後3年を目途とした見直しの検討を求めていることを
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契機として、社会保障審議会児童部会（以下「児童部会」という）の下に｢児童虐待の防止等に関す

る専門委員会｣が2002年12月設置され、2003年６月18日に報告書の１つ目を取りまとめた。そして、

｢児童虐待の防止等に関する専門委員会｣において、｢児童相談所のあり方や市町村の役割｣、｢児童福

祉施設の体系や里親のあり方｣などについて、児童虐待への対応という観点のみならず、広く要保護

児童および要支援家庭に対する支援も含めた観点から検討を深めることが必要であるとの結論に至っ

たことから、児童部会の下に｢社会的養護のあり方に関する専門委員会｣が2003年５月に設置され、同

年10月27日に｢児童福祉施設の体系や里親のあり方｣について、報告書が取りまとめられた。それが２

つ目の報告書となる。また、児童部会は、それぞれの委員会での結論を踏まえながら、｢児童相談所

のあり方や市町村の役割｣について議論を重ね、３つ目の報告書を発行している。これらの報告書は、

2004年の児童虐待防止法・児童福祉法の改正内容の基盤となるものであり、それ以降のわが国の虐待

対策の方向性を定めたものとなった。

（À）社会保障審議会児童部会「児童虐待の防止等に関する専門委員会」報告書

（2003年６月）

本報告書は、児童虐待の対応が①発生予防　②早期発見・早期対応　③保護・支援の３段階に整理

されることから、段階ごとに３つの検討チームに分かれて議論を重ね、検討チームにおける９回の会

合を含め、14回にわたる検討を経て、当面早急に取り組むべき課題を中心に、取り組みの具体的な方

向性についてまとめている。出席した委員は、社会福祉、医療、保健、心理、司法（家庭裁判所含む）、

報道など、虐待に関わるあらゆる分野から、研究者や第一線で活躍している現場の職員が参加してい

る。以下が報告書の主な内容である。

1．はじめに（３段階について　①発生予防　②早期発見・早期対応　③保護・支援）

2．児童虐待防止制度の見直しの基本的な視点「子どもの最善の利益」の重視

3．具体的な取り組みの方向性

Ⅰ.発生予防における取り組み

①　一般の子育て支援の充実（子育て支援サービスの情報提供、ボランティアによる育児支

援等）

②　虐待リスクのある家庭の把握（母子保健事業、積極的なアプローチ、虐待リスクの把握等）

③　虐待リスクのある家庭のリスク低減（市町村の相談機能の強化、保健師、助産師、看護

師、保育士等の虐待予防に関する研修による資質の向上等）

④　連携による支援体制の確保（市町村における虐待防止ネットワーク体制の充実等）

⑤　虐待を認めない社会づくり（子ども人権擁護の理念の明確化、子どもへの暴力防止プロ

グラム、ペアレンティング「親業・親になること」の体験的な学び等）

Ⅱ.早期発見・早期対応における取り組み

①　対応機関の機能、システム
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②　虐待の早期発見・通告・早期対応のシステム（自治体とＮＰＯ、民間団体との連携等）

③　児童相談所の行政権限、裁判所の関与（立入調査、一時保護、保護者の意に反する施設

入所等の措置、保護者への指導、親権喪失等）

Ⅲ.保護・支援等における取り組み

①　児童福祉施設、里親等の機能、システム

②　児童福祉施設職員、里親等の資質向上、資格要件、人材確保、メンタルヘルス

③　在宅支援の強化

④　子どもに対する治療・援助法の確立（福祉・医療・保健機関等）

⑤　保護者に対する治療・指導法の確立（福祉・医療・保健機関等）

⑥　医療機関の機能、システム

Ⅳ.その他（全体を通じた指摘事項等）

4．さいごに（取り組み全体の考え方）

Ⅰ.発生予防から虐待を受けた子どもの自立に至るまでの切れ目ない支援

Ⅱ.「待ちの支援」から要支援家庭への「積極的なアプローチによる支援」

Ⅲ.家族再統合や家族養育機能の再生・強化を目指した子どものみならず親を含めた家庭への支援

Ⅳ.虐待防止ネットワークの形成など市町村における取り組みの強化

（Ã）社会保障審議会児童部会「社会的養護のあり方に関する専門委員会」報告書

（2003年10月）

社会的養護のあり方に関する専門委員会は８回の検討会の開催を経て、主な検討課題７項目を発表

した。

社会的養護のあり方の取り組みの方向性として、「社会的養護については、子どもの権利擁護を基

本とし、今後とも国、地方公共団体、保護者、関係団体などの関係する主体が、それぞれの責任を適

切に果たしていくことが必要である。・・・（中略）・・・現在の仕組みのもので何ができるかとい

うことではなく、制度や意識を転換し、ケア形態の小規模化、親や年長児童に対する支援、さらには

ケアに関する児童福祉施設の創意工夫を促す仕組みの導入など、子どもの視点に立って、子どもや家

族の要請に応えていくことが必要である。・・・（中略）・・・これまでの社会的養護は、保護を要

する児童を対象とするものとして、いわゆる子育て支援とは別個のものとして進められてきたが、今

後は両者を連続的なものとして捉え、一体的な施策の推進を図ることにより、より効果的な子どもの

健全育成や児童虐待の防止等につなげていくことが必要である」とし、子どもの権利擁護の観点の重

視と従来の施策からの意識転換（要保護児童から子育て支援の一体的な施策）を示した。以下が、主

な検討課題（７項目）である。

1．社会的養護のあり方について

○　社会的養護の目的
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○　施設養護と家庭的養護の果たすべき機能と協働等

○　多様なニーズに応えるサービスのあり方

○　その他

2．家庭的養護（里親・里親によるグループホーム等）のあり方について

○　里親制度の普及・啓発

○　専門性の確保

○　里親機能の拡充

○　里親支援の強化　等

3．施設養護のあり方（施設サービス体系のあり方等）について

○　ケア形態の小規模化（子どものニーズに対応する家庭的・個別的ケア等の強化）とその支

援のあり方

○　施設サービス体系のサポートのあり方

○　生活機能、治療機能及び教育機能などのケア機能強化

○　子どもに対する連続的なケアの提供

○　ケア担当職員の質的・量的な確保

○　地域支援機能などの在宅支援機能強化

○　一時保護機能のあり方　等

4．家族関係調整及び地域支援について

○　家族への支援や親権者との関係調整

○　関係機関との連携、地域におけるサポートシステムの確立　等

5．年長の子どもや青年に対する自立支援について

○　年長の子どもや青年に対する支援（自立生活・住居・就労・進学等）のあり方

○　自立援助ホームの機能や役割の強化　等

6．社会的養護の質の向上

○　子どもの権利擁護の強化

○　施設入退所等に関するアセスメントの策定

○　支援プログラムのあり方（個々の状況に応じた支援計画の策定等）

○　サービス評価の実施

○　社会的養護関係者に対する養成、研修の拡充　等

7．学校教育など関連分野との連携

○　学校教育との連携　等

（Õ）社会保障審議会児童部会報告書

「児童虐待への対応など要保護児童および要支援家庭に対する支援のあり方に関する当面の見直し

の方向性について」（2003年11月）
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前記の２つの委員会と児童部会における議論を踏まえ、児童虐待への対応と要保護児童および要支

援家庭に対する支援のあり方について、2004年の改正（児童虐待防止法・児童福祉法）に向けて報告

書をまとめている。主な内容は以下の通りである。

1. はじめに

2. 今後の児童虐待防止対策のあり方について

（1）基本的考え方

①　発生予防から虐待を受けた子どもの自立に至るまでの切れ目ない支援

②　待ちの支援から要支援家庭への積極的なアプローチによる支援へ

③　家族再統合や家族の養育機能の再生・強化を目指した子どものみならず親を含めた家庭

への支援

④　虐待防止ネットワークの形成など市町村における取り組みの強化

（2）発生予防から虐待を受けた子どもの自立に至る具体的な取り組みの方向性

①　発生予防における取り組み

②　早期発見・早期対応における取り組み

③　保護・自立支援における取り組み

3. 今後の要保護児童および要支援家庭に対する「都道府県・市町村の役割、児童相談所のあり

方」等について

（1）基本的考え方

（2）今後の児童相談所、市町村が果たすべき役割、あり方

（3）児童相談所および関係機関に関する個別の論点についての方向性

①　児童相談所の必置規定

②　中核市による児童相談所の設置

③　障害相談、障害判定、障害児施設入所措置

④　非行児、不登校児等への対応

⑤　児童福祉施設や里親との連携、協働

⑥　児童相談所職員の配置の充実、専門性の確保・向上

⑦　児童福祉司の必置規制、任用資格のあり方

⑧　心理判定員の業務および名称の見直し

⑨　一時保護所のあり方、混合処遇緩和のためのシェルタ－機能の分散

⑩その他関係機関の役割、あり方

4. 今後の要保護児童および要支援家庭に対する社会的養護のあり方について

（1）基本的考え方

（2）家庭的養護、施設養護、年長の子どもや青年に対する自立支援などのあり方についての方

向性
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①　家庭的養護（里親・里親によるグループホーム等）のあり方

②　施設養護のあり方（施設サービス体系のあり方等）

③　家族関係調整及び地域支援

④　年長の子どもや青年に対する自立支援

⑤　社会的養護の質の向上

⑥　学校教育など関連分野との連携

5. 今後に向けて

【参考文献】

社会保障審議会児童部会「第1回児童虐待の防止等に関する専門委員会　議事録」（2002年12月３日）

社会保障審議会児童部会　報告書　「児童虐待への対応など要保護児童および要支援家庭に対する支援のあり方に関

する当面の見直しの方向性について」（2003年11月）

社会保障審議会児童部会「児童虐待の防止等に関する専門委員会」報告書（2003年６月18日）

社会保障審議会児童部会「社会的養護のあり方に関する専門委員会」報告書（2003年10月27日）

（加藤洋子）

（４）医療・保健・心理分野

①　被虐待児への治療に関する事例研究

医療・保健・心理分野では、第３期においても第２期で関心の高かった治療に関する研究が継続し

て行われるが、その中でも顕著に現れてくるのは、現場において実践されるようになった治療に関す

る事例研究である。『子どもの虐待とネグレクト』（３巻２号・2001）では、「虐待を受けた子どもの治

療を考える」という特集が組まれ、５つの事例研究が記載されている。以下にその５つの研究を紹介

する。田中・横湯による「登校拒否・家庭内暴力の背後に虐待があった小学生」では、心理療法家と

児童精神科医がそれぞれのスタッフとともに５年余かかわったケースについて、その家庭への危機介

入の経過を報告している。西澤の「虐待を受けたある幼児のプレイセラピー」では、慢性的なネグレ

クトと深刻な身体的虐待を受けて、入院を経て施設への入所となった児童のトラウマ・プレイセラピ

ーのあり方（西澤のモデル）が検討されている。大黒・安部の「虐待を受けた子どもの治療」では、

児童養護施設における心理士の実践を通して、心理士と施設職員相互の役割を検討している。心理士

自身が心理療法を直接行うだけではなく、被虐待児の担当職員が、その児童にとっての愛着対象にな

るように働きかけること、施設職員が治療的養育者として関わることの重要性を主張している。

太田・斎藤の論文「虐待する母親と虐待される児童への治療的介入の２例」では、「虐待をする母

親」とはどのような人々であるかについて検討され、その事実に基づいて行われた「加害者母と被虐

待児」に対する介入と治療の実際を紹介している。「虐待する母」（虐待する母たちのうち、精神科ク

リニックを受診するもの）の特徴として、第１に母たちの多くが虐待された子ども時代を送っていた

こと、第２に成育家族に顕著な問題（混乱）が見られたこと、第３に母たちの中には、かなりの割合

でバタード・ウーマン（配偶者からの虐待被害者）が含まれていた。また、家族内外の性的虐待を受
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けていた者が多かった点も注目すべき点として指摘されている。結論として、児童虐待の加害者と被

害者が適切な治療的関係の中では大きな変化を遂げることができ、親子関係の修復もあり得ることを

提示していた。そして、治療・介入パラダイムに欠かせぬ要素としての加害者母たちによる自助グル

ープの存在も重要であると示唆している。

池田による「虐待を受けた子どもの経過と予後」は、３歳５か月の男児に対して、実父による身体

的虐待があり、それに対して実母がネグレクト的な態度をとったが、約２年間の治療により虐待は止

まり、その後再発せず、虐待された子どもたちも問題なく成長した事例が記されている。本児と妹、

そして母親・父親への治療・援助の経過を知ることができる。

このように、特集「虐待を受けた子どもの治療を考える」が組まれたことにより、様々な事例から

専門機関・専門職（医療・保健・心理分野）が、困難なケースに対して、諦めず地道な取り組み・研

究をしていることが理解でき、さらに、その治療・援助の内容を見ると、虐待を受けることの精神的

なダメージの深刻さを再認識することとなった。被虐待児の治療を中心に置きながら、その保護者へ

の治療・介入が如何に重要であるか、それに対する関心の高さも同時に窺えた。確かに、家族の再統

合が虐待解決の最終目的の一つであるが、一方で、再統合が困難なケースの場合は、親子分離をした

上で、子どもの自立支援を目標にして援助する。しかし、どちらのケースにしても、心に傷を負った

子ども、そして何らかの精神的な援助が必要な保護者について治療という行為がないままに、その解

決は望めない。第３期における児童虐待防止法改正（2004）において、児童虐待を受けた児童等に対

する支援（第13条の２）、児童虐待を行った保護者に対する指導（第11条）規定が盛り込まれたのは、

まさしくこれらの議論と研究・実践を踏まえた結果ともいえよう。

【参考文献】

池田由子「虐待を受けた子どもの経過と予後」『子どもの虐待とネグレクト』３巻２号（2001年）263－271頁

西澤哲「虐待を受けたある幼児のプレイセラピー　－トラウマ・プレイセラピーのあり方の模索－」『子どもの虐待

とネグレクト』３巻２号（2001年）234－242頁

大黒剛・安部計彦「虐待を受けた子どもの治療　－愛着対象としての施設職員のかかわり－」『子どもの虐待とネグ

レクト』３巻２号（2001年）243－249頁

太田真弓・斎藤学「虐待する母親と虐待される児童への治療的介入の2例」『子どもの虐待とネグレクト』３巻２号

（2001年）250－262頁

田中哲・横湯園子「登校拒否・家庭内暴力の背後に虐待があった小学生　－関係領域の専門家の協同による危機介入

を含めたかかわり－」『子どもの虐待とネグレクト』３巻２号（2001年）224－233頁

（加藤洋子）

②　親への治療命令（治療に対する司法介入についての議論）

第３期は、上述したように被虐待児への治療に関する事例研究の特集が組まれ、治療方法・治療経

過が議論されてきた。その一方で、３年後の改正に向けて、「家族再統合」というキーワードの元に、

親への治療に注目が集まった時期でもある。
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研究動向を確認すると、児童虐待防止法が施行された2000年や翌年に、様々な分野において、児童

虐待防止に関する特集が組まれ、新しい法律について議論が交わされたことが分かる（平湯・2000、

斎藤・2000、田中・2000、前橋・2001、吉田・2001）。そして、３年後の見直しの時点で改善される

べき内容に早くも的を絞り、論述されている著書・論文が、制定後すぐに散見されたのも第3期の特

徴といえよう。その中から、親への治療に焦点を絞ったものを以下に述べる。

斎藤は、2000年の児童虐待防止法を「精神科医の立場から評価する際には、通告義務に関する問題

（第5条）と加害者の指導の問題（第11条）とが焦点になると思われる」（斎藤・2000：229頁）と指摘

する。家族再統合に向けて、如何に保護者を支援していくかという観点からの議論は、現実には虐待

の加害者でもある保護者に、どのような指導をしていくかという問題になる。

当時の議論を確認すると、専門家・研究者の多くがその壁に突き当たっており、第11条に関して、

「『加害者に対してどのような“治療”があり得るか』という視点が現在のところまったく欠けている」

（斎藤・2000：229頁）と、斎藤が田中と岩佐の第11条に関する意見（JaSPCAN News Letter No.9、

2000年）を取り上げて賛同し、具体的なサービスの整備や指導への強制力が殆どなく、様々な課題が

残ったままの法施行となった難しさを指摘したように、多くの論考が同様な内容を示している。そし

て斎藤は「これでは３年後の見直しといっても、どう見直すかという議論さえできない。ここでは専

ら、あり得る加害者治療モデルについて検討」（斎藤・2000：229頁）するとして、虐待の加害者への

アプローチについて議論を展開している。

斎藤は田中の説を例に挙げ、加害者への対応として第11条に関しては、「児童福祉法27条１項２号

の指導として、具体的にどのようなことができるのか明確にする必要がある」（田中・2000：6頁）、

そして「児童相談所への通所の義務づけ、関係機関の援助を受けることの義務づけ＜カウンセリング

を受講する、保育所に児童を入所させる等＞が可能か、さらに同号の指導内容として、保護者の同意

を得て児童を施設措置する場合に保護者の面会等を制限できるか（制限できるとすると第12条による

制限との関係はどのようになるのか）について明確にする必要がある」（田中・2000：6頁）と記して

いる。

斎藤によると「カウンセリングの受講」とは、加害者の強制治療を含むものと考えられ、「ただし

加害者の強制治療は、加害者の処罰規定を前提として発生する。まず児童を虐待した成人についての

罰金、刑務所への収容、そして強制治療の指示が法廷でなされる必要がある」とする。そして、「第

14条（親権の行使に関する配慮等）には『児童の親権を行う者は児童のしつけに際して、その適切な

行使に配慮しなければならない。2．児童の親権を行う者は児童虐待に係る暴行罪、傷害罪、その他

の犯罪について、当該児童の親権を行う者であることを理由として、その責めを免れることはない』

と記されているので、その『責め』の一部に治療的処遇があり得ることを何らかの形で明記する必要

があった」（斎藤・2000：229－230頁）とも指摘する。

さらに斎藤は、岩佐が「児童虐待防止法第11条（指導を受ける義務）及び第12条（面会または通信

の制限）はこれまでにない新たな権限を設けた規定といえます。第11条は児童福祉司等による児福法

27条１項の児童措置に強制力を持たせることを可能にしました。必要と認める場合に保護者にカウン
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セリングを受けることを義務づけること等を念頭に置いているようでありますが、カウンセリングで

きる十分な体制がない上、行政が『義務』だといったところで、保護者に対する援助が功を奏すると

は考えにくいです」（岩佐・2000：7－8頁）と示したことについて、「確かにその通りであるが、『カ

ウンセリングできる十分な体制がない』ことを現状でどのように補完していくかが考えられなければ

ならない。岩佐のこの文言はおそらく現在の児童相談所の能力をさしているものと思われるが、この

問題の全てを公的機関に委ねようとすること自体に無理がある。」（斎藤・2000：230頁）また、｢現代

のところ、虐待する親を治療対象にしている機関は極めて乏しいが、これは需要が拡大すれば解消可

能な問題である。治療を求める加害者の来院が増えれば、それに対応する技術の発達も進むし、治療

後の受け皿となる自助グループの動きも活性化するであろう｣（斎藤・2000：230頁）とも述べている。

民間の医療機関での加害者の治療は、費用の問題、また彼らに治療への動機づけをどのように行う

かが、現在の法律の規定では十分ではない。斎藤は、｢致命的な傷を子どもに与えるような親たちの

全てにクリニックへの自発的な来所を促すのは困難である。特に暴力的な父親のほとんどは、我が子

にふるう暴力に躾という美名を与えていて、これが治療に値する行為であると説得することさえ難し

い｣（斎藤・2000：230頁）。そして、家族再統合への期待が男たちを治療に動機づけることもあると

した上で、妻子が同居を拒んだ場合に、父親が治療場面からドロップアウトしてしまうことにも危惧

している。「こうした父親たちを治療に参加させるためには、加害者としての刑の執行の中に専門治

療機関への受診というオプションを織り込む必要がある。法廷は加害者に家族への接近禁止を命じる

とともに、刑務収容と外来治療とを選択させる。・・（中略）・・刑務収容の免除ないし短縮という

動機づけがない限り、加害者（特に男性）は治療の場に登場しない」（斎藤・2000：230頁）と示唆し

た。

そして、当時議論されたこの内容は、2004年の改正「司法関与の強化（強制入所措置、保護者指導）、

2007年の児童虐待防止法改正・児童福祉法改正（保護者に対する面会・通信等の制限の強化、保護者

に対する指導に従わない場合の措置の明確化等）において、徐々にではあるが段階的に整備されてい

く。しかし、治療への強制参加に関しては、2007年の改正でも十分な規定は盛り込めなかった。そし

て、自助グループ・行政における治療プログラムの実行・民間医療機関での治療の充実も地域格差が

出ており、全国どこでも同様な治療が受けられるという現状ではないことが今後の課題として残って

いる。

【参考文献】

平湯真人「『児童虐待の防止等に関する法律』の概要と残された問題点」『母子保健情報』第42号（2000年）51－54頁

岩佐嘉彦「児童虐待防止等に関する法律（｢児童虐待防止法｣）について」『JaSPCAN ニューズレター　2000年９月

No.9』（2000年）7－8頁

前橋信和「子ども虐待に対する取り組み」『臨床心理学』１巻６号（2001年）718－724頁

斎藤学｢児童虐待に関する加害者治療モデル －精神医学の現場から－」『子どもの虐待とネグレクト』２巻２号（2000

年） 229－233頁　

田中幹夫「「児童虐待の防止等に関する法律」制定に伴う運用についての要望」『JaSPCAN ニューズレター　2000
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年９月No.9』（2000年）5－6頁

吉田恒雄「児童虐待に関する法制度」『臨床心理学』１巻６号（2001年）725－730頁

（加藤洋子）

（５）非行・教護分野

第３期には、児童自立支援施設や情緒障害児短期治療施設・児童養護施設等で、非行傾向のある児

童に向き合う際に、その児童の被虐待経験が非行との関連で捉えられ、被虐待経験を考慮した実践が

図られている事例報告がいくつか見られた。非行原因としての虐待という視点が明確化したのが、第

３期の特色である。一例では、2000年７月に法務省法務総合研究所が全国の少年院在院者2530人を対

象に行った調査によれば、50.3％が保護者から虐待をうけた経験があるという（森・2001：35頁）。埼

玉県立児童自立支援施設である埼玉学園では、2001年現在の在籍児童73名のうち56％が虐待を受けた

経験があるというデータがあり、加えて、虐待親も幼少期の被虐待経験がある場合が多いなど、これ

までの児童虐待研究で指摘されてきた課題が凝縮されている旨の報告もなされている（羽柴・2001：

21-24頁）。「虐待という視点を持つことによって、より深く少年の心情を理解し、適切に少年にかか

われるようになるのではないか」（籠田・2001：1－17頁）という実践者の気づきもみられた。

非行児童の実践現場が、児童虐待と非行の関連に目を向け、とくに「被虐待児への対応」としての

矯正教育実践を模索しはじめた様子がうかがわれる。「非行は虐待を受けた子どもの示す行動化の一

つである」（森・2000：87頁【文献42】）という発見が第３期の成果の一つといえる。

児童福祉や矯正教育の施設現場は、児童虐待に対して法的対応で臨もうとする姿勢をもたず、過去

に被虐待経験のある児童の受け皿として機能している。この現状から、施設現場では、すでに起こっ

た虐待に対して治療的態度で臨む姿勢が顕著である。児童自立支援施設にしても、「虐待を受けた子

どもたちのうち行動化が顕著で他の施設では適切な援助ができない子どもたちのための施設」（森・

2000：87頁【文献42】）という位置づけが改めてなされるようになった。全国児童自立支援施設協議

会が発刊する『非行問題』は、2001年の号（207号）で「非行の背景にあるもの・虐待」を特集テー

マとして組んだ。関係者の問題関心の高さが示されていよう。

【参考文献】

羽柴継之助「児童自立支援施設での児童虐待児童への取組」『更生保護』（2001年９月）21－24頁

籠田篤子「被虐待経験を持つ非行少年についての一考察」『調研紀要』72号（2001年11月）1－17頁

森望「虐待された子どもたちの自立支援」『母子保健情報』42号（2000年12月）87－90頁【文献42】

森望「子ども家庭福祉と自治体行政―子育ての社会化と地方分権パラダイムー」『社会福祉研究』82号（2001年10月）

27－35頁

全国児童自立支援施設協議会「特集　非行の背景にあるもの・虐待」『非行問題』207号（2001年）【文献43】

（田澤薫）

－32－



Ⅲ　主要判例解説

１　児童福祉法分野

【判例　Ｎｏ．１】「代理によるミュンヒハウゼン症候群」（ＭＳＢＰ）が強く疑われる児童について

児童養護施設への入所を承認した事例（宮崎家裁都城支部平成12年11月15日審判、平成12年（家）

142号、家裁月報54巻４号74頁）

本件は、児童相談所長が、実母について「代理によるミュンヒハウゼン症候群」が強く疑われるこ

とを理由として児童の児童養護施設入所の承認を求めた事件である。事実関係としては、児童は、出

生以来４歳６ヶ月までに25回入退院を繰り返し、当初の主な症状は発熱と下痢であったが、後に敗血

症を頻発するようになった。その間に数回のカテーテル・トラブルがあった他、点滴チューブの繋ぎ

目に便と思われる異物が浮遊しているのが発見される等の出来事が起こっている。また、母親の申告

する下痢の量が医学的に考えて明らかにおかしい量であること、母親の付き添いを停止する措置を採

った直後から児童の症状が劇的に回復した等の事情がある。

本審判は、事実関係を詳細に認定した上で、具体的な手段方法の点までは明らかでないものの、母

親の過大申告の結果として、入院生活が長引き、危険を伴う検査が行われ、過度の身体的負担を受け

る事態が生じたことは明らかに一種の虐待行為であるといわざるを得ないと述べる。その上で、本件

では母親による虐待（ＭＳＢＰ）が極めて強く疑われるところであるが、これはいわば過去のことで

あって、最も重要な問題は、今後いかに児童の監護養育に取り組むのかという点であるところ、両親

が今後の養育態度を改める姿勢を示していないことなどから、「保護者に監護させることが著しく当

該児童の福祉を害する場合」（児童福祉法28条１項本文）に該当するとして、児童の児童養護施設へ

の入所を承認した。

本件は、「代理によるミュンヒハウゼン症候群」が疑われる児童についての入所措置を承認した初

めての公表例である。本審判では、母親による虐待（ＭＳＢＰ）は強く疑われるものの、あくまで疑

いの域を脱せず、むしろ医師による虐待告知後の両親の対応が問題とされている。「代理によるミュ

ンヒハウゼン症候群」は一般にその確定が難しいといわれているが、その困難性は本審判においても

示されているといえよう。

なお、本期間中に、「代理によるミュンヒハウゼン症候群」が疑われた事例としては、札幌高裁平

成15年１月22日決定（原審　釧路家裁北見支部平成14年５月31日審判）（家裁月報55巻７号68頁）が

ある。裁判所は、実母の「代理によるミュンヒハウゼン症候群」の認定は困難であるとした上で、児

童に対する実父母の監護養育方法が、少なくとも客観的には適切さに欠けていること等を理由として

児童養護施設への入所措置を承認した原審を支持し、父母の抗告を棄却している。

【判例　Ｎｏ．２】親権者が児童の性非行を理由とする児童自立支援施設入所措置には同意している

が虐待を理由とする施設入所措置には同意していない場合には児童福祉法28条の「親権者の意に反

するとき」に該当するとして、児童自立支援施設入所を承認した事例（千葉家裁市川出張所平成14年
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12月６日審判、平成14年（家）966号、家裁月報55巻９号70頁）

本件は、児童相談所長が、継父による性的虐待を理由として児童の児童自立支援施設入所の承認を

求めた事件である。これに対して、親権者たる母は、児童に対する虐待を理由とする施設入所措置に

は同意しないが、児童の性非行を理由とする施設入所措置には同意する旨述べている。

本審判は、児童の供述の信用性を認定した上で、保護者による児童虐待を理由とする施設入所の措

置には、児童虐待の防止等に関する法律の適用という法的効果が伴うのであって、母が虐待を理由と

する施設の入所措置に同意しないということは、結局本件措置が親権者の意に反するときに該当する

ことになると解すべきであり、事件本人の性非行を理由とする施設入所の同意をもって児童福祉法28

条による同意と見ることはできないとして、児童の児童自立支援施設への入所を承認した。

児童福祉法28条１項は、保護者による児童の福祉侵害と共に、「第27条第１項第３号の措置を採る

ことが児童の親権を行う者又は未成年後見人の意に反するとき」を要件としている。本審判は、親権

者が入所措置自体には同意しているものの、その入所措置理由が児童相談所の入所措置理由と異なる

場合には、親権者の意に反するときに該当し、28条審判の対象となることを認めた初めての公表例と

して注目に値する。従来、28条審判における親権者等の同意は、申立て時には同意をしていないが申

立て後に同意をした場合のように、同意の時期を中心として問題とされてきた。しかしながら、平成

12年施行の児童虐待の防止等に関する法律（児童虐待防止法）では、「児童虐待を行った保護者」に

対する指導や面会・通信の制限等の諸規定（児童虐待防止法11条、12条）が予定されていることから、

同意の有無のみならず同意の内容もまた問題となりうる。本審判も、この点を指摘した上で、「親権

者の意に反する」と判断したものである。

また、児童の供述の信用性については、児童の手記及び供述が具体性・一貫性を持っていること、

継父に対する拒否感情と共に児童自身の言葉で表現されていることから、その信用性を認定している。

【判例　Ｎｏ．３】入所施設を特定することなく承認した原審を変更して、肢体不自由児施設への入

所を承認した事例（東京高裁平成15年12月26日決定、平成15年（ラ）1995号、家裁月報56巻９号35頁）

本件は、児童相談所長が、親権者たる養父母の児童に対する行為が身体的虐待及び不適切な養育に

当たることを理由に、児童福祉施設入所の承認を求めた事件の即時抗告審である。原審は、養父母に

よる身体的・心理的虐待等を認定した上で、児童福祉施設入所を承認した。これに対して、養母が原

審判の取消・差戻を求めて即時抗告したのが本件である。

本決定は、児童福祉法28条１項１号に基づき、家庭裁判所が同法27条１項３号の措置を採ることを

相当として承認するか否かは、同号所定の措置のうち、実際に採ろうとする措置との関連で判断すべ

きものであるから、都道府県知事又はその委任を受けた児童相談所長は、上記の承認を求めるに当た

り、原則として、採ろうとする措置、入所させようとする児童福祉施設の種類を特定すべきであり、

家庭裁判所もそのように特定された措置を承認すべきであるとして、求釈明の上、単に児童福祉施設

への入所を承認した原審判を変更し、肢体不自由児施設への入所を承認した。

入所施設の特定に関しては、これまでも、入所施設を特定することなく包括的に承認した原審を変
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更し児童養護施設入所措置を承認した事例（福岡高裁昭和56年４月28日決定、家裁月報34巻３号23頁）、

包括的承認を求めた申立てに対して里親委託又は児童養護施設入所措置を選択的に承認した事例（浦

和家裁平成８年５月16日審判、家裁月報48巻10号162頁）、児童福祉施設入所措置を求めた申立てに対

して重症心身障害児施設入所措置を承認した事例（広島家裁平成10年１月５日審判、家裁月報50巻６

号104頁）があり、本決定もこれらの裁判例の流れと一致するものであるといえる。なお、本期間中

に、入所施設を特定することなく包括的に承認した事例としては、静岡家裁平成13年７月９日審判

（家裁月報54巻２号138頁）がある。また、本決定では、入所施設の特定に際して釈明権を行使した旨

明言している点についても注目される。

（阿部純一）
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Ⅳ　主要文献解説

１　児童福祉法分野

【文献１】松原康雄、山本保編『児童虐待―その援助と法制度―』（エデュケーション、2000年12月）

本書は、第１部で、児童虐待に対する援助の実状と課題につき、予防や対策の課題、児童相談所や

施設における援助の実際等を、第２部では親権や犯罪としての児童虐待の側面から児童虐待に関する

法的問題をとりあげ、第３部では外国における取組をイギリスにおける司法介入、アメリカの裁判所

改革に関連するアドボケート制度について論じ、最後に今後の児童虐待対策を考えるために、児童虐

待が社会問題化する経緯や福祉理念、今後の課題について述べる。児童虐待への対応に関する多角的

検討や比較法的検討を踏まえ、今後の児童虐待防止法制度のあり方を展望する内容となっている。と

くに法的検討として、磯谷文明「親の権利主張をめぐって」は、親に対する権利制限のあり方につき

具体的な面会通信の制限について言及され、その後の法改正を見据えた内容となっており、興味深い。

【文献２】特集「児童虐待防止法をめぐって」子どもの虐待とネグレクト２巻２号219－233頁（2000

年12月）

本特集は、児童虐待防止法の成立を受けての特集である。林陽子「児童虐待防止法を検討する――

フェミニズムの視点から――」は、児童虐待防止法成立のもつ意味を、フェミニズムの視点から、児

童虐待とドメスティック・バイオレンスとの共通点に着目しながら、今後のDV法のあり方を検討す

る。坂井聖二「『児童虐待の防止等に関する法律』は医療現場にどのような影響を及ぼすか？――小

児科医の感想的メモ――」は、虐待通告の問題を、一般の医療現場で想定される事態について述べ、

医師が虐待を通告しない理由からみて、通告義務違反に対する罰則の必要性を主張する。斎藤学「児

童虐待に対する加害者治療モデル――精神医学の立場から――」は、加害者を治療に参加させる方法

として、加害者としての刑の執行の中に専門的治療機関へのオプションを盛り込む必要があると述べ、

次の2004年改正で主要な論点となる加害者治療のあり方として刑事的手法により加害者に治療を動機

付けることを主張する。その際、アメリカにおける犯罪被害者法（Victims Crime Act,1986）を参

考に強制治療に要する財源の確保や被害者のアドボケーター制度を紹介している。

虐待への対応方法として、福祉的手法によるか刑事的手法によるかは、2004年の法改正における重

要な論点であるが、この時点で刑事的手法の有効性を主張する論稿が相次いで発表されたことは興味

深い。

【文献３】岩佐嘉彦「弁護士から見た児童虐待事件」家庭裁判所月報53巻４号１－32頁

本論文は、弁護士として児童虐待事件を扱った経験をもとに、児童虐待に関する法律実務の実状と

課題を述べるものである。

内容としては、児童虐待事件の状況、児童相談所と弁護士との連携、家庭裁判所の取り扱いの現状

と家庭裁判所への期待等が述べられている。家庭裁判所との関係では、審理期間や調査、証拠調べの
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方法など、具体的な問題について実状と課題をあげている。28条審判に付随する問題には児童虐待に

対する司法関与が不十分なために発生している問題もあるとして制度論に言及し、司法関与による強

制開錠の制度化、児童相談所の申立による子の監護内容を変更する裁判の仕組み、親権の一部停止等

が提案されている。長年、弁護士として児童虐待事件にかかわってきた筆者の経験に基づく、家庭裁

判所関与の分析・提案として貴重な文献である。

【文献４】吉田恒雄編著『児童虐待防止法制度――改正の課題と方向性』（尚学社、2003年９月）

本書は、2000年に成立した児童虐待防止法を中心に児童虐待防止制度の施行状況を検証するととも

に、次の改正を視野に入れた立法論的検討のために、比較法的分析を加えることを目的にしている。

さらに、この時期から介入後の援助のあり方が問題とされ始めたことを受けて、被虐待児への対応方

法を論じている。検証については、児童虐待防止法制度の施行状況を概観した上で改正に向けられた

提言、児童相談所の対応、立入調査制度、家庭裁判所における児童虐待事件の現状が論じられている。

比較法としては、フランス、ドイツ、イギリス、アメリカの法制度の現状から見たわが国の課題が、

被虐待児への対応としては、児童福祉施設における被虐待児の援助と治療、少年非行との関係が検討

されている。

【文献５】岩井宜子編著『児童虐待防止法――わが国の法的課題と各国の対応策』（尚学社、2002年３月）

本書は、児童虐待防止法が成立し、３年後の見直しを控えて、よりよい対応策を模索すべき状況を

踏まえ、児童虐待への対応策をより実効的なものにするために指針となるものを示すために女性犯罪

研究会の研究成果として刊行された。内容としては、第１部で、わが国における児童虐待の実態と対

応策の現状について――具体的には、児童虐待の類型、実態の分析、病理、社会的対応システムとい

った現状の分析及び児童虐待防止法制定の意義と課題、早期発見のための対応策、刑事規制のあり方

――が検討されている。第２部ではNeil Gilbertの“Combatting Child Abuse, International

Perspectives and Trends”Oxford Univ.Press,1997をもとに、アメリカ、カナダ、イギリス、デンマ

ーク、スウェーデン、フィンランド、ベルギー、オランダといった西欧各国の児童虐待の実態と対応

策を紹介している。

【文献６】橋本和明『虐待と非行臨床』（創元社、2004年８月）

本書は、家庭裁判所調査官である著者が、長年の実務経験をもとづいて、虐待と非行との関係を再

検討することを目的に執筆された図書であり、虐待が生じる家族の特徴や親子関係、虐待が非行に向

かうメカニズムを検討する。著者は、非行を①虐待回避型非行　②暴力粗暴型非行　③薬物依存型非

行　④性的逸脱型非行の４つに分類し、それぞれのタイプ毎に虐待と非行の悪循環を検討し、最後に

親子関係修復の方法、虐待や非行を乗り越える方法等について論じている。家庭裁判所が児童虐待の

問題に対応し始めたこの時期、家庭裁判所に現れた事例をもとにした研究は貴重であり、家庭裁判所

調査官の取り組みの実状を知る上でも有益である。
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【文献７】特別企画「検証・『民事不介入』の揺らぎ」法学セミナー550号（2000年10月）

本特集は、1999年12月の警察庁通達、第147通常国会における児童虐待防止法及びストーカー規制

法の成立など、従来、「民事不介入」が貫かれていた問題に対する法的介入――とくに公的介入、警

察介入――がなされるようになってきた現状を踏まえて、これら介入の必要性や有効性、過剰介入に

対するセーフガードのあり方などを検討する。

児童虐待にかぎらず、DVやストーカーなど、家庭や私人間における暴力に対する公的介入の意義、

限界等を民法や刑法、憲法の視点から多面的に検討しており、児童虐待に対する制度設計のあり方を

考える上で有益である。

総論として、戒能民江「警察の介入姿勢の『変化』と『法は家庭に入らず』の維持」は、とくに警

察介入が一人歩きしないための方策について言及する。児童虐待については吉田恒雄「児童虐待と家

庭への介入」、ストーカー行為については岡田久美子「ストーカー行為等規制法」、DVについては秀

嶋ゆかり「ドメスティックバイオレンス」がそれぞれ論じ、長谷川京子、前野育三が座談会「弁護士

と法学者の対談・国家はどこまで介入すべきか」で民事不介入の意義、介入の担い手としての警察の

姿勢、介入のあり方等について論じている。

【文献８】家庭裁判所調査官研修所監修『児童虐待が問題となる家庭事件の実証的研究―深刻化のメ

カニズムを探る―』司法協会、2003年４月

本書は、家庭裁判所が扱った深刻な虐待が問題となった事件記録をもとに、虐待が生じ深刻化する

原因や被虐待児への影響を分析し、これにより虐待を発見した場合に、その深刻化防止、虐待をした

親のケアのために関係機関がすべき連携のあり方を研究するために、家庭裁判所調査官、裁判官、学

識経験者、関係機関の実務家ら17人により行われた共同研究の成果である。家庭裁判所で児童虐待が

疑われる事件に適正に対処するための方法を研究し、日常の業務に活かすことを目的にこの研究が行

われた。

内容としては、児童虐待が子どもに及ぼす影響、虐待が行われる家族の特徴、虐待深刻化のメカニ

ズム、虐待と非行との関係、関係機関との連携について、具体的な事例を例に挙げながら平易に論述

されている。とくに虐待深刻化のメカニズムを理解するための手がかりとして「虐待を認めない心理」、

「虐待の悪循環」、「親とそのパートナーとの関係」の視点から虐待への具体的対応方法を提示してい

る点は興味深い。また非行事件の分析を通じて虐待と非行との関係が論じられているのも家庭裁判所

ならではの研究といえる。

家庭裁判所に現れる事案は深刻なケースが多く、それをもとにした分析という研究ではあり、そう

した事案の特徴を踏まえた対応方法を学ぶ上で有益な研究である。

【文献９】富山　豊「家庭裁判所における児童虐待の取扱いについて」ケース研究270号165～174頁

本稿は、家庭裁判所家事事件における児童虐待の取扱いと実状を紹介し、その課題について論じる

ものである。
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児童虐待の事実の把握については、当該行為が子どもにとって有害かどうかという視点から総合的

に行われる必要があるとし、親の主張や動機とは無関係に、子どもの心身の状況や置かれている立場、

環境等を踏まえ、人権擁護の視点から判断する必要があるとする。家庭裁判所家事事件に現れる児童

虐待事件は、児童福祉法28条事件、親権喪失事件、その他親権者変更・子の引き渡し請求・子の監護

者指定・夫婦関係調整調停事件である。28条事件処理については迅速かつ適正な処理が求められ、２

人の調査官が共同で調査することが多い。親権喪失事件については、児童虐待防止法15条により親権

喪失制度の適切な運用が求められているところから、今後は法的介入の１つの方法としてその有効な

活用が具体的に検討される必要があるとする。その他の事件では、親権者の変更事件等で児童虐待が

主張されることがあるが、その事実が認められるときには児童相談所等との連携がとられることもあ

る。またDVが関係する事案も増加しており、DV法による対応との関係も生じてくる。課題としては、

児童虐待の事実の発見の難しさ、虐待を行った保護者への働きかけ等が指摘されており、事件の迅速

処理だけでなく、親子分離後の関係改善に寄与することも考えて事件処理をすることの必要性を述べ

ている。

この時期、児童虐待対応における家庭裁判所への期待が高まり、裁判所も事案の増加に伴い研究を

開始し、経験を積み重ねてきており、家庭裁判所における児童虐待事件処理の実状を知る上で参考に

なる論稿である。

【文献10】柏女霊峰・才村純編「特集　子ども虐待へのとりくみ　子ども虐待対応資料集付」別冊

〔発達〕26号2001年12月

本特集は、2000年の児童虐待防止法成立・施行、児童虐待への対応の拡充が図られてきた時期に、

それまでの児童虐待防止対策の到達点を示す意図で企画された。第１部は、総論的に児童虐待の実状、

背景、原因、影響、対応の実状、課題が示され、各論として児童相談所、児童福祉施設、医療機関、

保健所、保健センター、司法機関における対応の実状や到達点が明らかにされている。第２部では、

この時期における児童虐待防止対策に関する法律・政省令・通知等が、児童相談所の運用に関するも

の、1997年児童福祉法改正関係、児童買春禁止法関係、DV法に整理されて収録されている。また、

児童虐待防止法制定の経緯や審議経過、施行通知、児童虐待に関する研究や民間機関の活動等も掲載

され、かつ主要な資料については解説も付されており、資料としての意義も大きい。

【文献11】許斐有・望月彰・野田正人・桐野由美子編『子どもの権利と社会的子育て』信山社、2002

年10月

本書は、「子どもを権利の主体としてとらえ、児童福祉をその権利保障のシステム・実践としてと

らえる観点」から児童福祉、とくに社会的養護に関する主要な論点を取り上げる趣旨から編集されて

いる。

児童虐待に関する論文としては、大和田叙奈「カナダ・オンタリオ州の児童保護システム」、桐野

由美子「日本におけるパーマネンシープランニングの展望」、吉田恒雄「被虐待児の家庭引き取りに
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関する法的諸問題」、野田正人「児童虐待と社会的介入」がある。このうち桐野論文は、アメリカに

おけるパーマネンシープランニングの概念を紹介し、わが国でこれを実践するモデルを検討し課題を

述べる。吉田論文は、親子分離措置が採られた被虐待児の措置解除・家庭引き取りに関する法制度の

概要を紹介し、親と児童相談所とで家庭引き取りに関して争いがある場合、「子の監護処分」（家事審

判法９条１項乙類４号）の類推適用を主張する。野田論文は、児童虐待に対する公的介入について、

一時保護に司法関与を導入することに対して、現在の裁判所が判断能力と即応性に欠けること、これ

により行政の消極的姿勢を誘発するおそれがあることを理由に反対する。欧米に比較して公的介入に

対する司法関与が不十分なわが国においては、子どもの権利条約の趣旨から見て異論のあるところで

ある。

【文献12】森莞治他「児童虐待に関連する家事事件の調査方法及び関係機関との連携」家庭裁判月報

52巻10号123－207頁　2000年10月

本論文は、この時期に増加し始めた児童福祉法28条事件の調査方法のあり方を研究したものである。

まず、児童虐待の現状やその対策の推移、児童虐待に関する制度の変遷に言及し、続いて児童虐待の

定義や分類、その原因や影響について解説する。28条事件の調査方法に関しては、調査の目標、保護

者対応、調査の手順、調査対象について詳細に論じ、さらに共同調査の有効性や方法についても言及

している。つぎに28条事件の事例をあげ、実際にどのように調査がなされるかを具体的に示し、個々

の事例毎に考察・検討が加えられ、調査上の問題点が示されている。これらの分析を踏まえ、今後の

課題として関係機関とくに児童相談所との連携に際しては、判断機関としての家庭裁判所の立場を明

確にし、中立公平な立場を担保しておくこと、児童相談所が提出する情報や資料に関しては情報源の

保護に配慮する必要のあることを指摘する。また、家庭裁判所に後見的役割や調整的役割が期待され

ているが、家庭裁判所は「適正な判断と迅速な処理を優先させるべきであって」、こうした役割は

「あくまでも付随的なものであると考えるのが適当」とする。2004年の法改正の主な論点となる家庭

裁判所の役割について、家庭裁判所が児童虐待への対応について、親指導に対する家庭裁判所からの

命令制度のような積極的役割を果たす意向のないことが、すでにこの時期に示されており興味深い。

また、将来的には家庭裁判所の虐待対応としてアメリカ法のような試験観察的なかかわり方も参考に

なると述べられている。しかし、その後の2004年法児童福祉法改正に伴う特別家事審判規則の改正で

は、28条事件を本案とする保全処分制度ではこうした試験観察的運用の途は閉ざされ、一時保護中の

児童に対する面会通信の制限制度（2005年改正特別家事審判規則18条の２）を設けるにとどまった。

【文献13】林陽子「児童虐待防止法を検証する―フェミニズムの視点から―」子どもの虐待とネグレ

クト２巻２号219－224頁　2000年12月

本稿は、児童虐待防止法の成立が当時制定を求められていたドメスティックバイオレンス（DV）

禁止法にどのような教訓を残したのかを検討するものである。児童虐待防止法の問題点として、性的

虐待の定義、司法審査抜きの立入調査制度、一時保護中の面会通信に制限が課されなかったこと、罰
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則なしの通告義務制度、加害者の更正の方策があげられ、DV法の制定に当たっては、暴力禁止の明

文化、NGOとの連携、関係者の研修受講など法的根拠を明確にすること、加害者に対して刑事罰と併

行してまたは選択的にカウンセリングを受講させるなど「指導」以上の「動機」を与えること、加害

者と被害者の隔離を徹底する制度の必要性を指摘する。

児童虐待とDVとは共通点があり、法的対応としても相補的な役割が必要である。2001年のDV法成

立に対して児童虐待防止法が与えた影響や2003年の改正児童虐待防止法にDV法が及ぼした影響など

の検証と同時に今後も双方の成果を活かしながら制度の充実を図る必要のあることを認識させる論文

である。

【文献14】石田勝之『子どもたちの悲鳴が聞こえる――児童虐待防止法ができるまで』（中央公論事業

出版、2005年７月）

本書は、児童虐待防止法という議員立法に携わった国会議員として、同法の成立の経緯や2004年の

同法改正の様子などを克明に伝えるものである。国会での議員相互のやりとりや法案成立までの厚生

省との「バトル」の他、国会の仕組みや議員立法についても踏み込んで書かれており、同法成立・改

正の舞台裏を知る上で興味深い資料である。

【文献15】太田誠一・田中甲・池坊保子・石井郁子・保坂展人『きこえますか子どもからのSOS』（ぎ

ょうせい、2001年３月）

本書は、児童虐待防止法制定に至る経緯や同法の逐条解説、国会議事録などを収録する資料集であ

る。同法の成立に直接かかわった国会議員による逐条解説であり、法の趣旨を理解する上で貴重な資

料である。また、同法成立に関する議事録や統計資料なども丹念に収録されており、法制定の資料と

して便利である。

（吉田恒雄）

２　民法分野

【文献16】「特集　児童虐待の実態と法的対応」 『ジュリスト』1188号（2000年11月１日号）（2000

年）２－47頁

本特集を構成する論考は次のものである。石川稔「児童虐待をめぐる法政策と課題」（２－10頁）、

野崎伸一「児童虐待の防止等に関する法律と厚生省の取組みについて」（11－14頁）、吉田恒雄「児童

虐待と親権の制限」（15－20頁）、岩井宜子「児童虐待問題への刑事規制のあり方」（21－26頁）、池田

由子「被虐待児の心理とケア」（27－34頁）、津崎哲郎「自治体・民間団体の取組み―児童相談所の対

応実態を中心にして」（35－40頁）、樋口範男「アメリカ法から見た児童虐待防止法」（41－47頁）で

ある。このうち、本欄に関連するのは、石川、吉田、樋口の各論文である。

まず問題になるのは、司法関与と親権という視点から、家裁の措置承認制度（児童福祉法28条審判）

である。石川は、家裁が行う虐待の証拠（情報）収集をめぐって、子どもの証言をめぐり、子どもの
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権利条約12条の意見表明権との関係で、子の陳述は15歳以上という高い年齢で一律に聴くものとされ

ている（特別家事審判規則19条２項）ことが問題であるという。さらに、子どもの証言能力をどう見

るかと、子どもに対するインタビュー技法の確立の必要性を強調する。さらに、28条審判の性質・効

力についての疑義を指摘し、その改善の必要を指摘する。最小限の改革として措置承認審判の取消制

度の創設、さらに監護権停止制度の創設を主張している。

吉田は、虐待防止法との関連も含めて、28条の承認審判に基づく施設入所措置がとられたときに受

ける親権制限として、虐待防止法12条に規定されている面会通信の制限をあげる。ただし、この制限

は過度に行われてはならないとし、親子再統合があくまで目的であり、再統合が不可能であれば、長

期里親または養子縁組による保護がはかられなければならないとする。また、入所児童に対する親権

は、面会通信の制限以外の事項については明らかでないという。立法論としては措置権者たる都道府

県と親権者の関係を整理しなくてはならないとするが、離婚後の子、別居の子、非嫡出子の親権との

整合性も考慮しなくてはならないという。親権喪失制度については、この制度が有効に機能するのは、

親権者の同意により入所している児童の引取りを親権者が不当に求めてきたときや、出生届等就籍に

関する手続を行わないというような親権者の法的権限の適切な行使が行われないときなどであろうと

いう。

樋口は、民法の親権との関連では、日本の親権喪失とアメリカの親たる資格の剥奪の落差を指摘し

ている。アメリカにおける親たる資格の剥奪は、親が親でなくなることを意味し、法律上、子どもと

まったくの赤の他人になり、養親を探す努力がなされるのである。

【文献17】「児童虐待の法的対応」 日本家族＜社会と法＞学会『家族＜社会と法＞』17号（日本加除

出版、2001年）19－198頁

今号の特集は「児童虐待の法的対応」である。2000年（平成12年）11月11日に開催された日本家

族＜社会と法＞学会第17回学術大会における報告者の論考とシンポジウムの記録である（本学術大会

開催については、第２期で言及）。

問題の提起（床谷文雄）、報告（1）日本における児童虐待の法的対応と課題（吉田恒雄）、報告（2）

実務家から見た児童虐待の法的問題－監護権及び親権の問題を中心として－、報告（3）家庭裁判所

から見た児童虐待の法的問題点（吉田彩）、報告（4）児童虐待事件の調査上の問題点（安部隆夫）、

報告（5）ドイツにおける児童虐待の法的対応（鈴木博人）、報告（6）イギリスにおける児童虐待の

法的対応（許末恵）という構成になっている。このほかに、フランス法の児童虐待の法的対応につい

て指定討論者の水野紀子によるコメントがシンポジウムの冒頭で行われている。

このシンポジウムでは民法の親子関係（特に親権）に関する規定の解釈問題・立法上の問題、社会

福祉の観点から児童福祉法による児童救済の現状とその問題点の検討が中心課題とされている。具体

的には、児童虐待の発見（通告）から介入、被虐待児童の保護（親からの引き離し）までの過程にお

ける法規定と実務の問題に焦点があてられている（床谷による問題提起）。このシンポジウムの特色

を挙げておくと、児童虐待防止法が制定された直後（施行はこのシンポジウムが実施された直後の
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2000年11月20日）に実施されたものであること、そして、当時児童虐待通告制度を中心にアメリカ法

の影響が強かった中で、アメリカ法に関する報告が行われておらず、しかも、報告されたドイツ・イ

ギリスではアメリカのような通告義務制度は設けられていないということが明らかになったことであ

る。

各報告から明らかになったことの大きなポイントは、他の国では、裁判所による児童虐待ケースの

流れ全体に対するチェックが行われているのに対して、日本の場合には児童福祉法28条の保護者の同

意なきときの家裁審判による措置のように、限られた場面でしか家庭裁判所がかかわっていないとい

うことである。適正手続の保障という点で問題がある。分離保護した後のケアとか親子の再統合に向

けてのケースワークという課題は、審判後に児相や福祉施設が対応していると思われるというような

状態（安部報告）である。また、パーマネンシーを保障するという視点からの援助計画が立てられて

いないとも指摘されている（岩佐報告）。

しつけは体罰なのかどうかということでは、イギリス・フランスとドイツとでは対応の仕方が異な

る。一方でイギリスでは親は、適度で相当な体罰を行う権利をもつが、これに対してはドイツでは暴

力によらずに教育を受ける権利が法定されるにいたっている。

【文献18】マーク・ハーディン　桐野由美子訳「アメリカ合衆国のAdoption and Safe Families Act of

1997（養子縁組および安全家庭法）―養子縁組、里親養育を中心とした児童保護システム」『新しい

家族』39号（養子と里親を考える会、2001年）36－55頁

マーク･ハーディン氏は、アメリカ弁護士協会子どもと法センター児童福祉局長である。平成12年

度厚生科学研究補助金による「児童保護システムと児童福祉法の国際比較研究」（社会福祉分野主要

文献解説【文献35】参照）の一環で来日した。日本での養子縁組および安全家庭法（以下ASFAと称

する）についての最も早い時期での詳細な紹介である。

アメリカの児童保護システムの概観と1997年に制定されたASFAの解説との２部構成になってい

る。それによると、児童虐待の際の子どもの保護システムは、①通告、②通告の調査、③フォスタ

ー･ケア、④養子縁組、⑤被虐待児に関する裁判所でのプロセスという流れにしたがって解説されて

いる。その際に重要なのは、パーマネンシー・プランニングという考え方とその実践、そして裁判所

関与が次第に大きな役割を果たすようになってきたということである。以上のような流れは、日本法

には決定的に欠けている要素である。

さらに、ASFAの解説である。本法は、1980年に制定された「養子縁組援助と児童福祉法

（AACWA）」では不十分であった点の改善を目的に制定された。ASFAに盛り込まれた特徴的な項目

は以下の点である。①子どもの安全が最重要であり、最も優先的に考慮すべき事項である。②親が回

復することが極端に困難な場合に、親の回復を目的とするサービス提供は一切行わない。③親へのサ

ービス提供が行われないときには、パーマネンシー措置を迅速に行うこと。つまり養子縁組等の手段

をとること。④多くの虐待ケースでは、家庭維持のためのサービス提供を迅速に、かつ改善された方

法で実施する。⑤家庭維持のためのサービス提供をしているときには、児童保護機関と裁判所は以前
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より早く子どものパーマネンシー決定をしなければならない。

ASFAの概要と日本法との決定的な違い、つまりパーマネンシー・プランニングの重視と裁判所関

与の多さを理解するのには必読の資料である。

【文献19】小泉広子「イギリス1989年子ども法における子どもの緊急保護制度」『長崎国際大学論集』

第１巻（創刊号）（2001年）357－367頁

日本の児童虐待保護法制について、親権制限的内容を含んでいるにもかかわらず、親の権利保障の

ための適正手続という視点が欠けているという。本論文は、1989年に制定されたイギリスのthe

Children Act 1989（本論文ではこれを1989年子ども法と訳している）の内容を詳しく紹介するもので

ある。この紹介を通じて、子どもの保護と親の権利保障との調整のイギリスでの姿を示すことを目指

している。

【文献20】荒川麻里「ドイツにおける親の懲戒権の明確化―「民法1631条２項の改正に関する法律案」

（虐待禁止法案）（1993年）の検討を通して―」『教育制度研究紀要』第２号（筑波大学教育制度研究

室、2001年）45－56頁

1993年に連邦議会に提出されたドイツの虐待禁止法案（民法1631条２項の改正案）の立法理由を詳

しく紹介するものである。この法案の内容紹介としての資料的価値は高い。ただし、例えば1997年の

親子法改正と一般に言われている改正を子ども法改正と称したりしているので、その点はやや気をつ

けておく必要がある。

本稿では、虐待禁止法案の内容紹介とならんで、ドイツ法では懲戒権が否定されてしまったという

わけではないという指摘が重要である。

【文献21】山口亮子「児童虐待法制度をめぐる日米の状況」『山梨大学人間科学部紀要』４巻１号

（2002年）206－220頁

日本の法制度とその運用の問題点を指摘した上で、それぞれの問題点に対応する形でアメリカの制

度と現状を、現在に至るまでの歴史的経過をも視野に入れながら、紹介・検討する論考である。

本稿の構成は、大きく分けると二つの部分から組み立てられている。前半部分は次のような章から

構成されている。１.日米における児童虐待の状況（両国の統計資料を用いた社会学的分析が行われて

いる）。２.児童虐待の定義　（1）通告しうる子どもの年齢、（2）虐待の基準、（3）虐待の形態、（4）

加害者条項（児童虐待を理由とする通告の対象者となるのは誰かが明示される）、（5）虐待およびネ

グレクトの定義から除外されるもの（通常除外されるのは、しつけによる身体的罰と宗教であり、親、

法的監護権者または養育者により、しつけのために行う身体的罰は、それが相当であり適度のもので

あれば虐待ではないと規定されているという）。３.通告手続　（1）通告義務者、（2）通告基準、（3）

通告が免除される場合、（4）手続、（5）通告を受ける者、（6）疑いのある死亡の通告。４.免責　（1）

免責される者、（2）通告者の免責の限界。５.通告に関する罰則　（1）通告しない場合、（2）虚偽の
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通告。６.福祉事務所　（1）職員の人数、（2）ケースワークの指導主事（スーパーバイザー）の仕事

量、（3）ケースワーカーの仕事量、（4）里親登録数、（5）里親になる前に要求される講習期間、（6）

年間に要求される講習日数、（7）職員の採用条件、（8）職員の給与。これら詳細な項目について連邦

諸州の全体的な傾向を紹介している。

そのうえで、前半部分の論述から明らかになったこととして、アメリカでは子どもの生命に関わる

問題のため手続に時間的制約を設け、そしてそのために明確な基準と説明が必要とされるのだという。

後半部分は、法律上の手続問題が扱われる。７.児童虐待発見後、親権が終了されるまでの法的手続

（1）わが国の児童虐待の対応手続、（2）アメリカの児童虐待の対応手続。８.子どもの代理人　むすび

という構成になっている。親権が終了されるまでの手続で日米が決定的に異なるのは、アメリカでは

児童虐待問題発生の当初から裁判所が関わり、主導的役割を果たしている点である。裁判所が関与す

ることにより、デュープロセスが保障される。またもう１点異なるのは、アメリカではパーマネンシ

ーの法的保障が考慮されている点である。

子どもの代理人制度に関しては、子どもの利益の代表者と、子どもの意思の代弁者という二つの役

割を、中立的な立場で仕事をする日本の家庭裁判所調査官が子どもの意思の代弁者という役割までも

果たせるのか疑問であるので、独自の子の代理人制度の必要性が述べられる。

アメリカの児童虐待対応の法制度を通観する好個の文献である。

【文献22】鈴木博人「親権概念の再検討―ドイツ親子法との比較の視点から」『法律時報』75巻９号

（2003年）28－32頁

本論文と次に挙げる岩佐論文は、法律時報の「子どもの権利擁護と自己決定―子ども観の転換を基

軸に」という特集のうち、児童虐待を取り扱ったものである。

本稿は、親権概念の検討にあたって、子どもの保護手続に沿ってドイツ法と日本法との比較を行い、

そのことにより日本の親権法の課題を明らかにするという意図で書かれた論考である。

ドイツ民法での親権概念の転換（親権・elterliche Gewaltから親の配慮elterliche Sorgeへ）、民法上

の親権制限規定の趣旨、そして民法と日本の児童福祉法に該当する児童ならびに少年援助法（KJHG）

の密接な連携規定が紹介されている。ドイツ法でもパーマネンシーが重視され、それに基づくKJHG

の諸施策が紹介され、さらには養子法と後見法の重要性が指摘されている。

【文献23】岩佐嘉彦「児童虐待と子どもの自己決定　現場から―」『法律時報』75巻９号（2003年）

33－36頁

児童虐待ケースで、子どもの意思がどのようなときに、どのような形で問題になるのかを示した論

考である。最初に取り上げられているのは、養父による性的虐待事例で、子が養父の反省の態度をみ

て、児相や家裁の判断と異なる帰宅したいとの意思を表明し、在宅指導としたが、性的虐待の再発を

招いたというケースである。このように子の表明された意思にしたがって悪い結果に帰着すると、そ

れでは、子の意見表明に対してどのように対応すればいいのかという問題が生じる。次いで取り上げ
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られるのは、いわゆる山形里親事件のように、子の表明された意思に対して、法律自体がその意思表

明にしたがうことができない制度的な障壁になってしまう場合である。具体的には、民法766条の監

護者指定の申立権者の範囲はどこまでなのかという形で問題になる場合である。

【文献24】野瀬綾子「児童虐待当事者の権利擁護と福祉サービスの管理―アメリカの児童保護システ

ムからの示唆―（一）、（二・完）」 民商法雑誌128巻4･5号（2003年）161－199頁、128巻６号（2003

年）30－62頁

本論文の特色は、アメリカの法制度のみならず、福祉サービス制度を比較の対象にしながら、日本

の児童虐待制度における法的対応と福祉的対応の統合的な対応を検討しようとする点にある。具体的

には、①アメリカの児童虐待を規制する法制度がどのように形成されてきたのか、②裁判でのケース

処理はどのように行われ、また誰がその法手続きに参加するのか、③法的な対応とコミュニティレベ

ルでの非法的な対応がどのような関係にあるのかという視点から、児童虐待に対応するための法と福

祉の関係について検討を加える。

最終的に日本の児童保護システムにとって得られる示唆として次の諸点が挙げられている。第一に、

児童保護システムは、子どもの保護と家族の援助という２つの目的に資するものでなくてはならない。

これは、子どもの安全の確保は場合によっては他の家族成員の意に反してでも行わなくてはならない

が、他方で養育の場としての家庭を支援していくという側面も存在するということである。初期介入

からパーマネンシープランニング（永続的養育計画）にいたるまでの各段階での親子支援の重要性の

指摘である。第二は、児童保護システムでは、当事者である親と子どもの意思や希望ができるだけ尊

重されなくてはならない。第三に、児童保護は、社会的な家族支援のプログラムとの連携のもとで実

施されねばならない。福祉サービスと法手続きの有機的接合が重要だということである。第四に、児

童保護システムでは、裁判所の果たす役割が極めて重要だということである。そこでの裁判所の役割

は二つあり、一つは、親と子のために、最も良い解決を導く役割である。もう一つは、福祉行政機関

による援助を継続的に監督することである。

【文献25】和田美智代「「しつけ」と児童虐待―改正ドイツ民法1631条を手がかりに―」『古橋エツ子

先生還暦記念論文集 二一世紀における社会保障とその周辺領域』（法律文化社、2003年）229－242頁

しつけを理由に子に対して暴力行為におよぶ事例は、子どもをきちんと育てようという意思を持っ

ているにもかかわらず、その意思が良い結果に結びついていないという点で、他の理由による虐待事

例とは異なるという問題提起に基づき、日本の公表された審判例を紹介し、ドイツ民法での1997年、

2000年の法改正による暴力によらないしつけをめざす法規整に関する動向が簡単に紹介されている。

後掲【文献26】の「ドイツにおける「親権」の最近の動向―懲戒権と児童虐待の視点から―」につな

がる前段階の問題意識が示された論考ということができる。
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【文献26】和田美智代「ドイツにおける「親権」の最近の動向―懲戒権と児童虐待の視点から―」『法

政論叢』40巻２号（2004年）182－191頁

ドイツ民法における懲戒権の親権中での位置づけ、および懲戒権規定の変遷を概観する。それによ

ると、1900年のドイツ民法では、親権とは父権を意味し、その支配権的性格から父に懲戒権が当然認

められていた（民法1631条２項）。この懲戒権規定がドイツ民法から最初に姿を消したのは、1958年

に男女同権法が施行され、父にしか懲戒権を認めていない1631条２項が同法に違反するとされたため

である。母への懲戒権付与が嫌われたために懲戒権規定自体をなくしたのであり、懲戒権自体が否定

されたわけではなかったので、この改正後は、慣習上の懲戒権だけが存続していた。

1979年の親権法改正により、親権概念が転換（親権から親の配慮へ）し、子どもが親権に服するの

ではなく、親が子どもを配慮する権利と義務を有するにようになった。このときの改正では身体的懲

罰と厳格な暴力禁止規定が目指されたが、実現したのは「尊厳を失わせるような教育手段は認められ

ない」（1631条２項）という条項だった。この条項は、1997年の親子法大改正の際に小規模な改正を

経て、2000年には「暴力のない教育を受ける子どもの権利」が規定されるに至った。この改正の背景

には、懲戒権を無くすことにより児童虐待が減少するのではないかという考えがあった。本条はプロ

グラム規定とされているが、社会法典第８編16条１項により親の養育義務を軽減するものとされ、懲

戒罰によらずに養育、教育を行う講習会やプログラム等の試みが始まっている。そして、懲戒として

ひどい暴力がなされたときには、民法1666条１項により親の配慮権限を剥奪するとしている。

なお、筆者の専門領域が民法でないためか、民法の問題を扱っているが、民法関連文献の参照がや

や手薄である。

（鈴木博人）

３　児童福祉分野

①「児童福祉」子育て支援との関連

【文献27】森望「子ども家庭福祉と自治体行政―子育ての社会化と地方分権パラダイム―」『社会福祉

研究』82（2001年）27－35頁

「特集：児童憲章の半世紀―子どもの権利と子ども家庭福祉の課題―」というテーマに応えて総論

として書かれた論文であるが、この期の児童虐待対応について、広く各児童福祉領域、各地方自治体

の取組に目配りしたうえで、その不足や課題が指摘されている。各事柄について具体的な数値を提示

した、説得力のある論考であることが特徴的である。かねてから指摘されている児童福祉専門職の専

門性の欠如については、とくに子どもの命を左右する裁量権をもつ児童相談所の職員について「非専

門職にさせているのは行政のおごりとしか言えない」（28頁）と糾弾し、家庭裁判所調査官や警察官、

税務署職員等の職種と比較した上での資格や研修の充実の必要を具体的に提案している。

関連諸領域との比較的視点から児童虐待行政の充実への具体策を提言するのは、この筆者の得意と

するところであるが、別稿（森望「児童虐待防止法等改正と社会的養護の再構築」『世界の児童と母

性』（42～45頁）ではDV法との比較から司法関与の強化についても言及しており、あわせて参照され
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たい。

②「児童虐待防止マニュアル」

【文献28】北九州市児童虐待事例検討委員会『ストップ・ザ・虐待Ⅳ―被虐待児と家族への援助の提

案―』（北九州市児童虐待防止連絡会議・北九州市児童相談所、2000年）

北九州市では、厚生省の全国８箇所の児童相談所モデル事業の指定をうけて1996年度より児童虐待

防止事業に着手し、1997年３月に『ストップ・ザ・虐待―問題点の理解と有効な援助のために―』

（北九州市児童虐待防止連絡会議編集・発行）を発行した。先駆的なこうした事業を下敷きとしなが

ら、今回、児童虐待事例が家庭で起こり、発見されてからもしばらくは親子は家庭にあり、児童相談

所の介入以降も約８割は在宅援助での対応であり、施設分離されたケースもいずれは子どもは家庭に

帰る、という事実に着目し、児童虐待に関わる在宅場面の援助について詳述したマニュアルを作成し

た。

保育所・小～中学校のそれぞれについて、「虐待を疑ってから通報（他機関との連携）までに、子

どもに対して出来ること」「通報（他機関との連携）までに、保護者に対して出来ること」「一時保護

後や通報後など在宅援助中に、子どもに対して出来ること」「在宅援助中に、保護者に対して出来る

こと」のそれぞれを詳述し、さらにそれぞれについて限界を明らかにしているなど、一貫して在宅生

活を送る子どもの諸場面に即して、周囲の大人の出来ることとできないことが整理されている。

また、「司法的関わり」（209－222頁）の項のうち、｢弁護士ができる援助｣（211－212頁）、「民法を

利用した法的援助」（213－214頁）、「性虐待の場合の刑事裁判手続き」（215－218頁）、「性虐待、性被

害の場合の民事事件（訴訟）手続き」（219－220頁）が充実している。「弁護士ができる援助」では、

「児童虐待が起こった場合（起きる可能性がある場合）、現在の法制度の中でできる法的援助は非常に

限られたものです」と確認しながら、弁護士の役割を「どの法的援助を選択することが、子どもの

最前（ママ）の利益に適するかを判断すること」と明言している（211頁）。また、「今後、子どもの権利

を保障するためには、子ども自身が救済申立をできる法制度が必要です。…犯罪被害者救済制度の一

環として、子どもも犯罪被害者の対象とすべきです」と、弁護士の支援を前提とした制度改革を提言

している。「民法を利用した法的援助」では、民法の制定当時に児童虐待の視点がなかったために法

に虐待の枠組みがないことを指摘しつつ、「それでも、児童虐待の際に利用できる制度」として親族

の規定を紹介している。ここでも親族変更の申立を子ども本人ができないことの不便を上げ、制度の

改革を提言している（213頁）。

【文献29】福岡県弁護士会北九州部会子どもの権利委員会・北九州市児童相談所『児童虐待と児童福

祉に関する法律Q&A 改訂版』（2000年）

平成９年に発足した「法律研修会」の成果である。福岡県弁護士会北九州部会子どもの権利委員会

のメンバーが、輪番で、北九州市児童相談所・各保健福祉センター職員等から提出された事例や質問

に、法律的な解説や判断を示す研修会を毎月一回、開催しており、その蓄積を解説書としてまとめた
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のが本書である。児童相談所職員からの、実務場面での「何か法的な対応策はないか」といった具体

的な疑問に対する、法曹の視点からの回答がまとめられている。児童福祉現場以外の法律の専門家に

よる法解釈によって、従来は児童相談所の常識や慣習にしたがった実務例を見直す契機を得たばかり

でなく、研修会を通して児童相談所が法律の専門家による協力者を得られたことの意味も少なくない

と考えられる。

なお、本書は、2005年に『子ども虐待　法律問題Q&A』（安部計彦編集代表、福岡県弁護士会北九

州部会子どもの権利委員会編、第一法規）として刊行された。

【文献30】東京都児童相談センター『子どもへの虐待相談処遇マニュアル（改訂版）』（2001年）

児童虐待防止法に先立つ1997年に『子どもへの虐待相談処遇マニュアル』を発行した東京都が、法

の施行をうけて、一時保護を判断する基準、分離後の子どもの回復プログラム、保護者への支援や援

助プログラムや、再統合に向けての家庭引取りの適否を判断する基準について言及した改訂版をつく

ったのが本書である。

「児童相談所の役割・機能」のひとつに「法的権限の積極的行使」を挙げていることが示すように、

児童虐待に関わる実務が法的根拠をもった活動であるとの視座にたち、具体的なマニュアル記述のあ

らゆる場面で典拠法の条項が引かれている。マニュアルに沿って、処遇の進め方を追い、各関係機関

との連携の方法を確認するうちに、その全てが法的根拠を持ち、法によって方向付けられた児童の権

利擁護のための事項であることに自ずと気づかされる。虐待対応については、法という守るべき一線

があることを明確に示すことで、とかく担当者の力量に左右されがちなケースワーク的な対応で良し

としない厳格さと緊張感がマニュアルに一貫して流れている。巻末に掲げられた「児童虐待の防止等

に関する法律と児童福祉法等現行制度」では児童虐待防止法を児童福祉法をはじめとする現行制度と

一覧表で対応させ（104－110頁）、防止法施行後の早い時期に、防止法の使いこなしに意欲が窺われ

る。

マニュアルに顕著なこのような姿勢は、東京都が、2000年４月に虐待対策課を新設し、地域児童相

談所からの要請をうけてとくに困難な虐待事例だけを扱う組織として、法28条を駆使した強制介入機

能を十全に発揮してきたことと無縁ではあるまい。

【文献31】埼玉県中央児童相談所・埼玉県浦和児童相談所・埼玉県川越児童相談所・埼玉県所沢児童

相談所・埼玉県熊谷児童相談所・埼玉県越谷児童相談所『児童虐待リスクアセスメント・モデル』

（2002年）

児童相談所で児童虐待事例に向き合う際に、子どもの状況の把握・虐待の本質の見極めを短時間で

誤りなく行うことが不可欠であるが「危機的な状況でプレッシャーを受けているワーカー」（２頁）

にとって容易でないことを受け、「情報収集の過程から、リスク要因と家族機能に影響を与える個々

の要因との関係を検証する分析過程までを通じて、ワーカーが意志決定する手助けをするもの」（１

頁）で「適切な支援プログラムを作成するための、ひとつのツール」（２頁）であるとされている。
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個々のチェックリストは、「オンタリオ州における子ども保護のためのリスク・アセスメントモデ

ル」（高橋重宏監修・編集『海外の子ども虐待リスク・アセスメント・モデル』日本子ども家庭総合

研究所、1998年）を元に今日の日本社会の現状に合わせて手直しがなされている。非常によく整備さ

れたチェックリスト集の前には、通告すべてを児童虐待通告受理票に記載することを意味する《網羅

性の確保》、受理即日に臨時受理会議を開き48時間以内に目視による安否確認をすることを約束する

《迅速性の確保》、原則として複数職員で調査し合議による《客観性の確保》、保護者と摩擦を起こ

さないことに配慮が行き過ぎることなく被虐待児童の安全確保こそが最優先課題だと認識する《安全

性（実効性）の確保》が、「埼玉県児童相談所児童虐待事例の取り扱い」の基本的観点として掲げら

れている（４頁）。

虐待事例に向き合う緊張感が形となった印象のマニュアルであるが、「おわりに」で2000年度の死

亡事件をきっかけとして児童相談所の児童虐待相談事例の総点検を行ったひとつの成果であることが

明かされている（28頁）。死亡事例への真摯な振り返りから、次期の対応策が模索されている好例で

あろう。

【文献32】愛知県健康福祉部児童家庭課・愛知県中央児童・障害者相談センター『被虐待児家庭復帰

のための保護者指導マニュアル』（2003年）

児童虐待対策のなかでも、保護者指導のテーマに特化して編まれたマニュアルである。児童虐待防

止法第11条で虐待を行った保護者の「指導を受ける義務」を謳ったことをうけて、愛知県では2002年

度に、虐待を行った保護者の指導に関する調査研究会を立ち上げ、施設に分離保護した被虐待児童の

家庭復帰に焦点を絞った「保護者指導プログラム」の作成に着手したという。本書は、その成果を児

童相談センター職員向けにまとめたものである。

本書のはじめに、保護者指導マニュアルが必要である理由として、「①被虐待児の家庭復帰には、

虐待した保護者への指導を具体化するプログラムがいる　②介入段階から家庭復帰・家族再統合を見

据えた保護者対応、指導方針がいる　③連携機関にとっても解りやすい保護者援助のプログラムがい

る」（１頁）をあげ、プログラム化した保護者指導方針を虐待への初期介入段階から示せることが有

効であることを指摘している。

法的な話題については、性的虐待について、従来は親権喪失申立に終始しがちであったのに対して、

被害児童への支援や捜査の促進を目的とした警察への被害届・刑事告訴、加害者が養父の場合の離縁

調停申立・離縁訴訟、加害者が実父の場合の実父母の離縁の可能性にまで言及している（16頁）。ま

た、指導を受けない保護者に対する方策として、法的整備の必要が説かれている（41頁）。

児童虐待という特異な事例に限定した保護者指導であるため、保護者が指導を受けることに対して

「親側には“賞”として面会実施を伝えると効果的である」（20頁）、「親側には“賞”として帰省実施

を伝えると効果的である」（21頁）と記されているなど、本来は賞罰的態度ではなく「当事者の自己

決定」を「非審判的な態度で」待つというケースワークの基本原則にある意味で反する姿勢も示され

ている。
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【文献33】足立区こども家庭支援センター『実践から生まれた実用版マニュアル　PART１　児童虐待

の初期対応と早期発見のために』（2003年）

「このマニュアルはあなたの保育実践の強い味方です」ではじまる本書は、保育所保育士を対象に

作成されたものであるが、類書には珍しく、具体的な指示内容の背景に法的視点がすかし見える。例

えば、虐待の確信が持てなくても通告を勧める記述のなかで、「提出するもの」に「関連する保育記

録」「自由に描いた子どもの絵」「傷などの写真」といった保育者視点の証拠物件を示している。また、

とくに保育所の児童が一時保護になった場合の対応について詳述しており、一時保護中も保育所に在

所扱いであること、一時保護に対する保護者の非難に対しては「保育所には通告義務があり、一時保

護は児童相談所が判断したもので保育所は判断できない」と説明すること等、保育実務との関わりで

求められる法対応についてのみ示されているのが特色である。

【文献34】児童虐待防止対策支援・治療研究会『子ども・家族への支援・治療をするために―虐待を

受けた子どもとその家族と向き合うあなたへ―』（日本児童福祉協会、2004年）

予防や支援・治療の重要性が盛り込まれた法改正を受けて編まれた、子どもや家族への「治療」ま

でを念頭に置いた専門職向けの参考書である。虐待を受けた子どもとその家族への治療については、

理論的にも実践的にもプログラムが未確立ななかで、現場実践を繰り返しながら、あるいは厚生労働

科学研究等で模索されてきている途上にある。その現段階での成果をまとめ、それぞれの立場で子ど

もや家族の治療に取り組んでいる関係者の参考にされることがねらいとなっている。そのため、この

時期の一般的なマニュアルと異なり、読者を「あなた」と広くとらえ、関連他領域の支援プログラム

や治療計画などに学びあうことを想定して児童相談所、児童福祉施設、里親、保健機関、医療機関、

行政機関、学校や民間団体など幅広い現場での先駆的な取組を紹介している。

あらかじめ注記されているように（５頁）、法制度に関する言及はない。現行法・現行制度の範囲

で、可能な取組の幅が決して狭くはないことに気付かされると同時に、各々のプログラムにおける課

題をたどることで更なる法・制度改正への方向性が自ずと示されている。

（田澤薫）

③　2004年児童福祉法・児童虐待防止法改正に影響を与えた研究

【文献35】鈴木博人　桐野由美子　松田真哉「児童保護システムと児童福祉法の国際比較研究」

平成12年度　（厚生科学研究補助金　子ども家庭総合研究事業、2001年）

平成13年度　（厚生科学研究補助金　子ども家庭総合研究事業、2002年）

本研究は、２年計画で行われており、１年目は、諸外国の児童保護システムと児童福祉法を比較検

討し、法律制度の検討だけではなく、運用面についても言及している。また虐待対応をも含んだ子育

て全般に関する母子保健システムの研究も行なっており、フランスの母子保健福祉制度の実情も明ら

かにしている。

１年目の報告は、ドイツ連法共和国の児童保護法制における児童虐待への法的対応（鈴木博人）、
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北米渡航による児童保護関連法に関する調査報告書（桐野由美子）、フランスの母子保健福祉制度に

関する研究（松田真哉）であり、2004年度の児童虐待防止法・児童福祉法の改正などにも影響を与え、

制度・法律の作成過程への基礎資料を提供している研究といえよう。２年間に及ぶ本研究の特徴は、

従来アメリカ法に傾きがちだった比較法の対象をヨーロッパ大陸法やオーストラリア法まで視野に入

れ検討を行なっている点にあり、また、法律制度に対する考察だけではなく、それらが実際にどのよう

に運用されているのかをソーシャルワークの視点から検討している点も着目すべきところである。

２年目の報告では、危機介入した後の児童の保護手続きについて、共通点が多いことが論述されて

いる。危機介入については、アメリカでの虐待発生件数が桁違いに多いので、通報義務等法的対応が

規定されているが、およそ年間虐待通報件数が25万件のドイツでは、専門家の守秘義務の方が優先し

ていること。そして反面、児童を保護した後は、できるだけ家庭復帰・親子統合をはかりつつ、それ

が無理な場合には養子縁組により児童に永続的な家庭を保障するという点が各国で共通しているこ

と。また、手続きの節目ごとに裁判所による司法判断が下されるという点も共通点であると指摘して

いる。各国の法制度に関するこのような動向が、2004年のみならず2007年度の日本の法制度改正の部

分にも影響を及ぼしていることも留意する必要があるだろう。フランスについては、母子保健制度の

サービスについて確認されており、予防という視点から、介入のような直接的対応ということではな

いが、妊娠前からの望まない妊娠の予防策を講じること、出産・育児支援により親を援助して、その

結果子どもの生活状況を良好な状態に置くという、出産・子育て全般に関して社会保障制度を充実さ

せることが、いかに重要かということが報告されている。

本研究の結論として、児童虐待をめぐる法制度については、危機介入の側面では虐待発生件数が各

国ごとに異なるので、法的対応のあり方に違いがあること。「通報義務が強く課されているとされる

アメリカ合衆国でも、専門職に通報義務が課されているのは28州にすぎない。それを考えると、最近

の日本での議論のように（あるいは児童虐待防止法のように）、専門職の守秘義務をはずしてまで通

報義務を課すというのは、日本での虐待通報もしくは発生件数からすると、決して国際的動向に沿っ

たものではないということになる。むしろ、虐待を含んだ児童保護システムに携わる福祉機関の専門

性やスタッフの人数の拡充を欧米諸国なみにすることの方が先決であろう」と指摘している。

危機介入した後の児童保護システムについては、調査した国々では同一方向を目指していたことを

報告しており、実際に各国で実践されているパーマネンシープランニングの重要性、子どもに対する

永続的な家庭環境の確保というサービスの提供の必要を訴えている。本研究によると、パーマネンシ

ーという用語自体は、ドイツ・フランスではほとんど用いられていないが、援助計画を立てて親子分

離を極力回避しつつ、家庭復帰が無理と判断された場合には、養子縁組の可能性が追求されること、

それと同時に、養育家庭、つまり里親制度の充実も図っているという。そして、日本と決定的に異な

る点として、各国とも一連の保護手続きの中で頻繁に、節目ごとに司法判断が下されるという内容も

取り上げている。この点については、親の権利が強すぎるという議論ではなく、児童の最善の利益の

ために、司法介入が児童虐待の対応の基礎となっていることを示している。

1990年代後半より、児童保護についての法的手段の議論が日本においても活発に行われてきたが、
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本研究は2004年・2007年の虐待に関する法律の改正に対して、様々な基礎データを提供した研究とい

えよう。

【文献36】才村純　伊藤嘉余子　磯村文明　赤井兼太　津崎哲郎　�橋重宏　庄司順一　柏女霊峰

「児童虐待対応に伴う児童相談所への保護者のリアクション等に関する調査研究」『日本子ども家庭総

合研究所紀要（平成13年度）』38集（2002年）

本研究では、児童相談所を設置・運営する全ての自治体を対象に、児童虐待対応に伴う児童相談所

への保護者のリアクション（加害・妨害事件、行政不服申立、行政・民事訴訟、自己情報の開示請求）

の実態に関する調査（質問紙）を行い、その結果、加害・妨害事件、行政不服申立事案及び自己情報

の開示請求が急増しており、多くの自治体がこれらへの対応に苦慮している実態を明らかにした。調

査対象年度は、1998年から2001年度上半期で、調査票の有効回収率は74.6％であった。この調査報告

は、2004・2007年度の児童虐待防止法の改正、その後の児童相談所の体制や虐待対応について多大な

影響を与えたものである。

調査結果の主な内容として、①約66％の自治体において加害・妨害事件が発生しており、総計352

件、その数は年々激増していること、②加害・妨害の対象者は児童福祉司が約90％にのぼり、③一時

保護および一時保護中の事件が約51％を占め、また施設入所中の事件も18.2％発生していることが明

らかになった。また、④調査時点での加害・妨害事件は立入調査よりも任意調査においてはるかに多

いが、2000年の立入調査の数値からすると、任意調査より立入調査の加害・妨害事件の発生確率が高

いことが示されている。⑤加害・妨害事件では、暴言が63.4％、脅迫が22.2％、暴行及び自殺・自傷

のほのめかしがそれぞれ約13%を占めること、⑥被害を受けたとする回答の中で最も多いのは精神的

被害で全被害の約70％にのぼり、このうち通院が2.1％、精神的被害を受けたが入・通院せずが67.8％

であった。負傷は6.4％でそのうち通院が1.7％であった。負傷で通院した事例では、全て診断書を取

寄せており、４分の３が警察への被害届け及び公務災害の手続きをしていた。⑦約41％の自治体で行

政不服申立ての事案があり、事案数は年々急増しており、一時保護が不服申立て対象の約74％を占め

ていた。⑧自己情報の開示請求があった自治体は約16％であるが年々請求事案は急増していること、

開示請求に対しては、基本的に開示している自治体が多いこと等が明らかになった。

本研究では、調査結果を踏まえて、保護者からのリアクションに適切に対応するための方策を提言

している。以下がその主な内容である。（1）緊急に対応すべきものとして、①初期介入時や加害・妨

害が予想される事態では、担当者１人で対応するのではなくチームによる対応の徹底を図る必要があ

ること、またスーパービジョンを徹底するなど、常に組織による担当者へのバックアップをすること、

②警察との連携の一層の強化、③家庭裁判所との連携の一層の強化（28条及び33条の６に対する保全

処分の申立ての積極的な検討）、④行政不服申立て制度の積極活用（対立関係に陥っている保護者へ

の陳述の機会の保障）、⑤児童相談所における保安体制・危機管理体制の確保（ガードマンの配置・

侵入者のためのセンサーと防犯カメラの設置・防刃チョッキ支給等）、⑥専門性の強化（従来の援助

技術と強権的介入を統合した新たな援助技術の確立）。（2）中長期的に検討すべきものとして、①保
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護者の権利擁護を図る第三者機関の設置、②相談支援体系の再構築と児童相談所における人員体制の

強化（児童相談所の多大な業務の改善のための人員確保・親子分離後の保護者への精神的ケアなどを

含めた援助など）、③被害職員等に対する精神的ケア（慢性的ストレスを抱える職員のバーンアウト

の予防も含め）が挙げられた。

これらの提言は、児童福祉司の専門性の向上、過酷でストレスが多い業務に直面する彼らの労働環

境への支援、また他機関との連携についての議論を更に活発にした。その影響を確認してみよう。一

つは児童相談所の人員確保である。「厚生労働省は、平成12年度より毎年地方交付税の積算基準を改

め、児童福祉司の人員増を図って」きた。（才村純『子ども虐待ソーシャルワーク論』有斐閣、2005）

そして、平成16年度には人口６万8000人あたり１人の配置が可能になった。しかし、これは、地方交

付税の措置によって児童福祉司の増加対応を実施しているにすぎず、現実は、交付税の使途は自治体

に任されているために基準を満たさない場合もあり、「児童福祉司は2004年5月現在で計1813人だが、

15県、３政令指定都市で１人あたりの人口が８万人を超えている」（読売新聞2005.３.15）とあるよう

に、６割以上の自治体がこの水準に達せず、地域間格差が出ていた。例えば「児童福祉司を手厚く配

置している青森県（児童福祉司1人あたり２万8934人）と最も児童福祉司の配置率が低い岐阜県（同

11万7094人）とでは４倍の開き」になっている（才村純『子ども虐待ソーシャルワーク論』有斐閣、

2005）。そこで、2004年の児童福祉法施行令の改正では、都道府県と政令指定都市での児童福祉司の

配置基準を「人口10万～13万人に１人」から「５万～８万人に１人」にすることを決定した（2005年

４月１日施行）。

二つ目は、相談体制の強化である。2004年の児童福祉法改正で相談体制は大きく変わり、児童虐待

の第一義的相談窓口が市町村に移行され、児童相談所は、深刻な虐待に対応する機関として位置づけ

を変更することとなった。このように、本報告書は、児童相談所の児童福祉司の厳しい労働環境と改

善すべき虐待防止体制について具体的に提言したものといえよう。

さらに、本研究は、保全処分申立、すなわち親権喪失宣告が請求されるまでの間の親権者の職務執

行停止及び職務代行者選任の申立活用の有効性と、2000年の児童虐待防止法制定後、立入調査等にお

ける警察官の援助があっても、困難なケースや児童福祉司に負担が多いケースが継続して起こってい

ることを明らかにした。そのことは、虐待における司法関与強化の必要性を顕在化させ、2004年の児

童福祉法改正における28条に基づく強制入所措置の２年毎の更新制導入を可能にした。三つ目は、こ

のような司法関与の強化である。その他にも2004年児童虐待防止法改正での第10条（警察署長に対す

る援助要請等）、第11条（保護者指導の規定）、第12条の２（面会又は通信の制限等）に繋がり、様々

な条文に影響を及ぼしたものと位置づけられる。

④　児童虐待死亡事例の検証

【文献37】厚生労働省「児童虐待死亡事例の検証と今後の虐待防止対策について」（厚生労働省　雇用

均等・児童家庭局総務課　虐待防止対策室　2004年）

2000年の児童虐待防止法制定以降、児童相談所への虐待相談は急激に増加し、更なる防止対策の整
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備も進行していった。しかし、児童の虐待死は減少せず、重篤な虐待の防止に対する民間機関・行政

機関・研究者の関心が高まり、虐待死の検証が急がれた。そのような議論が高まる中、厚生労働省は、

2004年２月に「児童虐待死亡事例の検証と今後の虐待防止対策について」の報告書を発表した。また、

同年12月に策定された「子ども・子育て応援プラン」においても、「きめ細かい地域の子育て支援や

児童虐待防止対策など、すべての子どもと子育てを大切にする取組」の推進が明記され、「児童虐待

により子どもが命を落とすことがない社会（児童虐待死の撲滅）」の実現を目指すことが重要である

と強調された。そして「虐待防止ネットワークの設置や児童相談所の夜間対応等の体制整備、施設の

小規模化の推進や里親の拡充等について、具体的な目標を立てて、より積極的に施策を推進していく

こと」（厚生労働省『子ども虐待対応の手引き』（2005年３月25日改訂版）第１章）が示された。この

様に、虐待死が起こらない社会を目指して、様々な対策が拡充されると同時に、虐待死の検証も、防

止対策の一つに組み込まれていく。

本報告書では、児童虐待防止法施行から2003年６月末日までに、新聞報道や都道府県・指定都市の

報告により、厚生労働省が把握した125件（127人死亡）の虐待死亡事例について検討している。各都

道府県・指定都市の児童福祉主管課に対し、1.事例概要　2.家族構成　3.事件までの経過、関係機関の

関与状況　4.事件発生後の経過、対応　5.虐待発生の背景、考えられる要因　6.本事例における分析、

検証結果　7.再発防止のために講じた施策、取り組みについて回答を求め、今後の虐待死防止策のた

めの分析を行っている。検証結果を確認すると、被虐待児の年齢構成は、０歳児が約38％、次で１歳

児が約16％、就学前の６歳未満児で約90％を占めている点が注目に値する。更に、０歳児のうち、月

齢４ヶ月未満児が50％であり、年齢の低い児童が死亡に至り易いことを明らかにした。

全国規模で虐待死の検証を行った報告書としては、初めてのもので非常に意義がある。しかし、各

都道府県・指定都市からの回答（情報）を整理しているという制限があり、それぞれの事例の詳細に

ついてまで確認することはできないが、日本で起きている死亡事例の特徴や概要を知ることは十分に

可能である。この報告書は２年後に発行された「子ども虐待による死亡等の検証結果等について」の

報告書（厚生労働省　2006年）に繋がり、その後、各自治体により実施された重篤な虐待事例の検証

や、日本における虐待死検証に関する研究にも多大な影響を与えた。

【文献38】「防げなかった死　―虐待データブック2001―」（子どもの虐待防止ネットワーク・あいち

2000年）

本著は、子どもが亡くなった虐待事件の件数・種類の調査を通じて、90年代後半の日本における虐

待問題の現実を明らかにすることを目的として作成されたものである。特に、1995年から1999年の虐

待死事件の傾向を様々な角度から分析している。第１章では、子どもの虐待死の現状として事例を記

載し、その他、死亡件数・年齢の特徴・虐待の動機・加害者の特徴等を示している。第２章では成人

の家族間の事件を取り上げ、虐待の背景についてテーマごとに検討している。第３章では、各都道府

県の虐待防止対策について、第４章では、CAPNAからの発信として、様々な研究者からの提言を載

せている。第５章では、子どもの虐待死事件の一覧を記載している。本著は1998年に刊行された『見
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えなかった死　子ども虐待データブック』の続編になる。死亡事件の検証という形の報告書ではない

が、虐待死亡事件をまとめ分析した著書としては、子どもの虐待防止ネットワーク・あいちから発行

されている本著者らのシリーズが日本においては最初の刊行物になる。これらは、その後の虐待死亡

事例の検証に多くの影響を与えた著として意味深い。

⑤　岸和田事件に関する特集

【文献39】「岸和田事件からみえる課題」『子どもの虐待とネグレクト』６巻３号（小林美智子 2004年）

本稿は被虐待児の中学３年A君（15歳）に対する虐待の実態（経過）を、年代別に詳細に取り上げ、

なぜ周囲にいた義弟・実弟が、虐待発見者としての行動を起こすことができなかったのか。またなぜ、

学校や児童相談所の援助者が、虐待の疑いが生じた場合に、確証がない中で通告義務や介入を履行す

ることが困難であったのかを検証している。最後に虐待死を無くすことへの挑戦として、わが国にお

いても、重篤な事例、特に死亡事例を分析する仕組みを早急に作らなくてはならないことを示唆して

いる。具体的には、第一に医療・保健・教育・警察からの事例を一ヶ所に集め、生前死後の関連情報

を詳細に確認し、分析する専門家集団を組織して、子ども像・親像や、生活状況・援助実態を分析し

て公表すること。第二に、援助関係者が死亡を予防する手がかりを掴み、日々の実践に、それらを生

かす必要があることを述べている。この論文が、わが国における死亡事例検証の仕組みづくり構築の

重要性を強く主張したことで、その後の各自治体による死亡事例検証委員会発足に一つの方向を示し

たといえよう。

【文献40】「岸和田事件をめぐって・・・・・福祉の立場から」『子どもの虐待とネグレクト』６巻３

号（津崎哲郎　2004年）

本論文は、福祉の立場で、なぜこの事件を周囲が察知することが難しかったのか、同様の事件を防

止するためには、どのような福祉的対応をなすべきであったのかという点に焦点を絞り検証を試みて

いる。虐待に気づくことができなかった点について筆者は、本児（中３）と弟（中２）・保護者等、そ

して近隣、友人、親族など、当事者や周辺の人々が学校、児童相談所と接触しながらも、事態の深刻

さを全ての関係者が受け止められずに、救出に向けた行動に至ることができなかった致命的な課題を

抱えていたと指摘している。児童虐待防止法では、虐待は基本的に保護者や被害児が援助を申請しな

いということを前提に法律が組み立てられているが、通告されても上記のようにその事態に関して、

情報の受け手である関係機関や専門職によって、情報を正確に認識しきれなかった問題点、機関同

士・担当者間の連携の課題、保護者や子ども本人が虐待と言わない事態に対して、どう感性を働かせ

るかということについても検討している。分析は、親族、近隣、学校、児童相談所の立場からそれぞ

れ行われていた。そして、特にこの事件が児童虐待防止法の改正に影響を与え、「学校教育が果たす

べき役割が新たにいくつか法律の中に盛り込まれるところとなったが、大いに歓迎すべきことである」

と主張する。また岸和田事件により、立入調査の権限強化が、その後強調されるようになった点、そ

れを判断する児童相談所や所長・職員それぞれの立場から介入型のソーシャルワークの習熟と発展に
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努力すべきことについても指摘している。

【文献41】「「子どもの明日を守るために」―児童虐待問題緊急対策検討チームからの緊急提言―」

『子どもの虐待とネグレクト』Vol.6 No.3（大阪府児童虐待問題緊急対策検討チーム　2004年）

大阪府は岸和田市における児童虐待事件を重く受け止め、今後の児童虐待防止対策について検討を

行うことを目的として、外部有識者による児童虐待問題緊急対策検討チームを設置した。本報告には、

チームが2004年２月10日の第１回会議から検討を重ね、2004年３月26日の第６回会議において「緊急

提言」を取りまとめた内容が記されている。事件の検証では２つの事件を基礎に、虐待対応のための

具体的方策として５項目の提言を示している。その中で、この事件を機に、虐待の通告が増え、相談

件数が伸びていることを踏まえると、児童虐待対応の専門機関である子ども家庭センター（児童相談

所）の職員を増員して、組織体制を強化することが最も重要であるという結論に至っていた。本報告

書の「おわりに」の部分では、児童相談所による立入調査の権限の強化に関心が集中していることを

危惧していることが述べられ、子どもの安全のために介入的機能を発揮するのか、課題を抱える家庭

に対する援助的機能を発揮するのか、保護者や家族の人権にも配慮しながら、適切に判断することが

児童相談所に求められていること、また虐待が、子どもに対する重大な権利侵害ということを再認識

して、全ての人々が、虐待の未然の防止と早期発見を社会全体の課題として捉えなければならないこ

とが主張されていた。今回の事件では、近隣の住民や学校の生徒がかなり早い時期から虐待の疑いを

抱いていたと言われるが、それらの情報が適切にセンターや学校に伝わることがなかった事実を非常

に重く捉えている。そして、本報告書は、子ども家庭センターにおける虐待対応のあり方を中心に検

討しているものであり、学校における虐待対応のあり方について十分に触れられているものではなか

った。

本報告の特徴は、２つの事件を扱い検証がなされている点と、事件の実態分析にとどまらず、提言

に合わせて具体的な方策を明らかにした構成であった点にある。そして、２つの事件の共通点は、複

雑な家庭環境であるとともに、「虐待ではない相談」として対応していた中で事件が発生していた部

分であった。一つ目の岸和田市における事件とは、2003年11月２日、中学３年生男子が保護者の虐待

により衰弱した状態で病院に搬送され意識不明の状態が続き、2004年１月25日、父親とその内縁の妻

が殺人未遂容疑で逮捕され、２月16日に起訴されたケースであり、二つ目の事件は、2003年８月５日、

２歳男児が母親の内縁の夫とその友人により暴行を受け、死亡した和歌山市におけるケースである。

後者のケースでは、過去に虐待歴のある家庭の児童を虐待とは異なる理由で施設へ入所措置し、その

後、家庭復帰させた後に転居先の和歌山市で再び虐待が発生し死亡に至っていた。

５つの提言と具体的な方策は以下の通りである。1.複雑多様化する子ども家庭相談への対応の基本

徹底（1）虐待対応マニュアルの見直しと徹底、（2）アセスメントツールの活用。2.子ども家庭センタ

ーの組織体制の強化（1）子ども家庭センターの危機管理機能の強化（2）職員の増員等による体制強

化（3）業務全体のIT化。3.職員の資質向上のための取り組み（1）虐待対応エキスパートの育成（2）

虐待対応のための組織マネジメントに重点をおいた研修の強化。4.虐待対応の総括的組織の必要性と
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第三者的視点の導入（1）総括的組織の必要性（2）第三者的視点の導入。5.地域における関係機関と

の連携［1］子ども家庭センターと学校の通告等に関するルールづくり（1）相談・通告票の作成（2）

連携の基本に関するルールの作成と徹底。［2］地域の児童虐待防止体制の強化（1）大阪府と市町村

の連携のあり方の検討（2）市町村虐待防止ネットワークの強化（3）民生委員・児童委員、主任児童

委員、子ども家庭サポーターの活用（4）住民への意識啓発。［3］子どもへの支援（1）子どもの声を

受け止めるための仕組みづくり（2）子ども自身のエンパワメント。

この報告書は、インターネットで直ぐに公表され、その後の各自治体で実施された虐待事件の検証

にその方法が影響を及ぼす形となり、また事件自体も、虐待情報の収集や学校との連携・立入調査の

強化についても、様々な課題を投げかけたものとなった。

（加藤洋子）

４　非行・教護分野

【文献42】森望｢虐待された子どもの自立支援｣『母子保健情報』42（2000年）87－90頁

この論文は、虐待の結果として親子分離にいたる児童の受け入れ先として、児童養護施設・乳児

院・情緒障害児短期治療施設・児童自立支援施設等のそれぞれについて現状と課題を概観したもので

あり、非行と教護の課題に特化した言説ではない。しかし、なかで児童自立支援施設について、「虐

待を受けた子どもたちのうち行動化が顕著で他の施設では適切な援助が提供できない子どもたちのた

めの施設」という位置づけ方をしている点が、第３期における虐待を非行原因として捉える立場を示

す考え方として意味深い。

【文献43】全国児童自立支援施設協議会『非行問題』207号（2001年）

『非行問題』は、主として児童自立支援施設職員と関係者によって編まれている年刊誌であるが、

2001年号は「非行の背景にあるもの・虐待」を特集テーマとして組まれた号である。

特集論文の大部分は、児童自立支援施設以外の執筆者によって占められている。非行原因の一つに

児童虐待を据えることにより、児童理解が「他に被害を与える加害者としてだけのとらえ方」（與古

田貴之・砂川純子「沖縄県における被虐待児への対応」『非行問題』207、86頁）からより多角的な、

複合的なものに深まる結果、他領域の専門職の見解が求められるともいえる。それぞれの論文は、い

ずれも詳細な事例から立論されており、虐待を経験した非行児童に向き合う現場が、具体的な児童の

言動とそれへの実践的対応への学びに枯渇している現実が本特集号の背景にあることが察せられる。

（田澤薫）
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５　医療・保健・心理分野

①　被虐待児への治療について

【文献44】本間博彰・小野善郎「児童虐待に対する治療的介入と児童相談所のあり方に関する研究」

平成14年度　（厚生労働科学研究費補助金 総合的プロジェクト研究分野 子ども家庭総合研究、2003

年）

本研究は、2002年度・2003年度・2004年度と３年間に及ぶ研究であり、児童相談所における治療的

介入とは何かについて言及された論考である。

研究の構成は、第一に、児童相談所における虐待ケースに対する適切な介入と対応の進行管理のあり

方を分析し、第二に、精神科診察や精神科治療を必要とする虐待ケースに対する入院治療を含めた「精

神科医療による介入」のあり方と精神医療機関との連携について検討している。

研究方法としては、児童相談所の常勤精神科医・児童福祉司・心理判定員などから構成される研究

班を組織して、児童相談所の進行管理システムの具体例、アンケート調査によって把握した全国の児

童相談所における進行管理の実態、研究協力者の経験などを材料にして研究討議を行っている。児童

相談所と精神科医療との連携・協力に関する研究では、モデル的な実践を行っている児童相談所や地

域の実地調査を行い、児童相談所での医師の業務や役割についてのあり方を考察している。

結果として、全国の児童相談所が進行管理システムを構築・実行する上でのポイントや注意点をま

とめている。ここでいう進行管理システムとは、児童相談所における虐待対応の全体を管理するシス

テムを指しており、個々のケースについての全体像と取るべき対応状況を閲覧可能にすることの重要

性を主張する。しかし、実際に進行管理システムを動かしている児童相談所は極めて少なく、それを

踏まえた上で、受理したケースを効果的に管理し、地域と連携を取ること、児童の家庭復帰・再統合

への取り組みを行う上でも進行管理のコンセプトが、如何に重要であるかについて指摘している。

また、児童相談所における精神科医療体制については、155か所の児童相談所から回答（86.1％）が

得られており、常勤精神科医が配置されていた児童相談所は18か所のみで、非常勤で対応している児

童相談所の多くは１ヶ月の延べ勤務時間が16時間以下であり、精神科医の関与が十分でない状況を明

らかにした。

さらに、児童相談所の特徴を反映するパラメータを用いてクラスター分析を行い、児童相談所は4

つの類型（地方型、中間型、都市型、大都市型）に分けられ、地方型や中間型の児童相談所に常勤精

神科医がほとんど配置されていない状況が確認された。児童相談所内の治療的介入についての医療体

制を明らかにした研究であり、治療についての対策が重要視されている中で、行政が、治療的ケアを

どこまで整備しているかについて課題を投げかけた研究といえよう。

②　発達障害と子ども虐待について

【文献45】杉山登志郎他「被虐待児の医学的総合治療システムのあり方に関する研究」平成15年度

（厚生労働科学研究費補助金　総合的プロジェクト研究分野　子ども家庭総合研究、2004年）

杉山他による研究は、2003年度・2004年度・2005年度と３年間に及ぶものである。ここでは、2003
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年度の杉山他の｢子ども虐待への包括的ケア｣を中心に取り上げる。

本研究は、医療機関を訪れる重症な虐待症例が、未だ医療機関を核とした子ども虐待への治療シス

テムが整えられていないことから、あいち小児保健医療総合センター院内にある、小児保健センター

が心療科の診療と協力しながら子ども虐待への包括的ケアを可能なシステムを構築している例を挙げ

て分析している。また、2001年11月の開院から2003年12月までの25ヶ月間に受診した虐待症例277例

を提示し、このうち46例は親側のカルテを作り、親子で平行して治療を行った症例を用いている。

子ども231例中何らかの発達障害の診断が可能な症例は122例（53％）であり、大半は知的な障害の

ない発達障害であった。反応性愛着障害は幼児の過半に認められ、年齢が上がるに連れて解離性障害

と行為障害の併発が増えていたことを明らかにしている。｢子育て支援外来｣の統計にみる虐待の実態

分析では、知的障害の無い発達障害の存在が虐待の高リスクになることが明らかになり、また、幼児

期において、反応性愛着障害が最も一般的で、年齢が上がるにつれ、上記の通り、解離性障害や非行

の臨床像を取るものが増えることも確認された。

入院治療に関しては、閉鎖ユニットを持つ心療系の病棟が2003年５月に開設され、12月までの８ヶ

月間に66名の虐待児の入院治療を行ったこと。また、過覚醒に伴う多動、衝動的攻撃行動、挑発行動

への対応については、閉鎖ユニットによる保護や、強力な薬物療法と、乖離に焦点を当てた精神療法

を組み合わせた治療が必要であり、虐待治療に特化した治療システムが不可欠であったことを示して

いる。

これらの一連の研究は、『子ども虐待という第四の発達障害』という著書にまとめられ2007年発刊

された。杉山他による2003年度の報告書は、虐待と発達障害の関係を明らかにした最初の研究であり、

治療的ケアが如何に重要であるかを多くの症例を用いて明示した研究といえよう。

（加藤洋子）
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表Ａ　親権または管理権の喪失の宣告及びその取消し―全国家庭裁判所

資料８　児童虐待司法関係統計
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表Ｂ　児童福祉法28条の事件
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表Ｃ　親権喪失等・児童福祉法28条の新受件数
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表Ｄ　親権者、管理権者等の職務執行停止又は職務代行者選任の申立て―全国家庭裁判所
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表Ｅ　児童との面会又は通信の制限の申立て―全国家庭裁判所（特別家事審判規則18条の2）

表Ｆ　保護者に対する措置に関する都道府県への勧告件数（児童福祉法28条6項）

表Ｇ　施設入所等の措置の期間の更新回数（児童福祉法28条2項）
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表Ｈ　嬰児殺の検挙人員
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表Ⅰ　児童虐待に係る検挙件数・検挙人員
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表Ｊ　児童虐待に係る加害者と被害者との関係（事件別）
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表Ｋ　児童虐待に係る加害者と被害者との関係（年別）
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表Ｌ　児童相談所における親権・後見人関係請求・承認件数

表Ｍ　児童相談所における知事勧告件数及び家庭裁判所勧告件数

表Ｎ　児童相談所における児童虐待相談の対応件数（立入調査・警察官の同行）
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